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序　章　�なぜ「テクノロジーと公教育」なのか？	
－くらしと学びを問いなおすために－

菊地　栄治

1．矛盾の中の公教育

四半世紀以上も前のことである。国の研究機関で研究者の卵として（いつになったら孵
化するのだろう…）、「当事者」の語りやとりまく現実から学ばせていただき、そこから人々
を苦しめる構造を突き止めることにこだわり始めたころ…。「不登校」現象と居場所（学
び舎）づくり、「学級崩壊」現象と信頼にもとづく学級づくり、新自由主義の高校教育改
革と人権教育を軸にした高校づくり等々…といった具合に、「教育課題」をめぐるメイン
ストリームの改革がどこか的外れであったとしても、事象の本質を看破することを通して
はぐくまれた内発的な試みが地道に続けられていることを知り、自分自身にとっても「救
い」となった。実践に携わる方々が、教育研究集会等でなされる対話や出遇いの中で気づ
かされ元気づけられるのと同じなのかもしれない。

当時は、教員の熱量にはまだまだ余力あり…と見えなくもなかったが、教職員組合組織
率の低下と比例するかのように「危機」は次第に深刻になっていった。2000年代初期に
企画・実施した全国校長・教員調査（小・中・高の3つの校種を対象）の実施は、教員の
指導力や生徒の個人的特性に還元する教育言説や風潮への当方なりのささやかな抵抗で
あったが、次々に押し寄せる教育改革が教育現場の現実をふまえていない…という意識が

（校長を含めて）圧倒的多数を占めていたという事実はその後実践者が直面する矛盾や葛
藤の予兆を示していた。2006年、40年ぶりに文科省が実施した教員勤務実態調査の報告は、
教員の「多忙さ」を（いまさらながら）指摘したものではあるが、教育改革それ自体がも
たらす逆説的な負の効果については不問に付されていた。教育改革は常に「よきもの」と
して設定され、一元的に現場に下ろされていったのである。

2015年以降、各校種について順次2回目の調査を実施したところ、新たな事実が浮き彫
りになった。第一に、3つの校種すべてについてますます多忙化が進み、改善の気配は感
じられなかった。変化は小学校で極めて大きかったが、中学校はもともと限界を超えてお
り約半数が「12時間以上」の就業時間に達するにいたった。高校の場合も（他校種より
も個人差が大きいのが特徴であるが）全体の4分の1の教員が「過労死ライン」を超える
勤務時間を示した。第二に、中学校教員の自由記述からは、教育改革の構造的な問題点を
指摘する声が消え、「多忙化批判」に収斂する傾向が見られた。構造的制約へのある種の
諦めがじわじわと広がっていったように見える。第三に、高校を中心に教職の「自律性」
や「自己決定」さえも煩わしく思わされる傾向が一貫してみられ、校長の教員委員会頼み
の傾向も確認された。最後に、比較的最近実施された小学校調査からは、働き方改革が結
局のところ持ち帰り仕事の増加をもたらし、短い時間で目立った成果を上げることが目的
となるなど、「コスパ要請」に応答することを求める構造が浮き彫りになった。

その後、まさにこの2回目の調査の期間中に、過労死問題が世間をにぎわせることになっ
たことから、行政にも本気の対応が迫られることになる。しかし、それらは、働き方の工
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夫等を生み出すことの提案にはつながったものの（部活動の外部講師派遣や小学校教科担
任制の拡大など）、給特法改正はもちろんのこと、教員定数を増加させる計算式（パラメー
ター）の改善に手を付けることはなかった。この状況を一部反映し、若年労働市場が売り
手市場に変化する中で、「教職を離れる若者たち」が依然として急増している。1「教員不足」
は、小学校を中心に学校運営業務に支障をきたすほど深刻さを極め常態化しつつある。

こうした公教育をめぐる現実と政策デザインの乖離状況は、極めて重篤である。それは、
資質能力を高める教員研修云々以前の問題である。根本原因はそもそもの「前提」（＝目
的論的進歩史観）が誤っている点にあり、政策の立案・遂行のいつも通りのパターンその
ものにある。教育総研が「テクノロジーと公教育」というテーマを設定したのは、まさに
教育改革の病を重篤化させる中核的要素がテクノロジーにあると考えたからである。公教
育に対するテクノロジーの影響は安直に考えるべきものではない。AI等の技術開発は利
潤拡大をめざして加速化し利用者目線で「便利な社会」を招き入れるかもしれないが、そ
の本質的な課題を見極めることは今後ますます重要になると確信している。

２．目的論的進歩史観からの解放へ

まず、あまりなじみのない言葉かもしれないが、「目的論的進歩史観」の危うさを意識
化しておくことは「あたりまえ」からの解放の鍵となる。ダーウィンの進化論も、ある種
の宗教上の神話も、そして史的唯物論もまた「進歩」の思想に彩られている。こうした直
線的な歴史観には独特の単純化がみられる。最近では、「歴史の終わり」と銘打って自由
主義の優越性を寿いだフランシス・フクヤマの思想やスティーブン・ピンカーの進化心理
学の理論が有名である。制度化された権威は、往々にして「目的論的進歩史観」を強化す
るという過ちを犯すのである。しかも、近年はAI機能を通して、人間の認識バイアスが
倍増される、いわゆるフィルターバブル（パリサー 2012）に支配されがちな日常を私た
ちは生きている。自分の中のステレオタイプに従って社会を認識する傾向は、ずいぶん前
にウォルター・リップマンが指摘したことであるし、なにより、全体主義とナチズムがこ
の悪弊に陥った悲劇の歴史そのものと同根でもある。したがって、公教育などによる社会
的・政治的な歯止めがない限り、悲劇は繰り返されるに違いない。

この国の教育関係者もまたこの目的論的進歩史観に駆り立てられていることは言うまで
もない。たとえば、この偏った見方は中教審の議論でも無批判に繰り返され、人々を内面
からコントロールしていく（ときに無意識のまま…）。「テクノロジーと公教育」について
いえば、Society 5.0への物語が典型をなしている。2しかし、いったん国（政府）が中教審
を通して「これからの時代はSociety 5.0である」と宣言すれば、それらしく語られ、当事
者の問いが奪われていくのである。

1	 教職を志したものの最終的に教職以外の道を選んだ若者たちの意識の深層を掘り下げ、「教職の危機」
の本質を見据えることを試みた教育文化総合研究所のPTの試みを参照されたい（菊地他 2024）。

2	 余談であるが、筆者が担当する教職大学院の授業で「Society 1.0や2.0がなんであるか」を尋ねても、
だれ一人として正しく説明できなかった。政府の「骨太の方針」など国内では財務省や経産省の影
響を受けて書きぶりが左右され、国際的には経済協力開発機構（OECD）のアジェンダ設定が投影
されている。これに対して、他の官庁や国連機関の「押し返し」も見られるものの、行政機構に組
み込まれる度合いが強いほど、そこから自由になるにはエネルギーと覚悟を要する。
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デジタル資本主義の利潤追求への執着が背景にあるとしても、そのことは忘れられ、未
来社会への適応力を高める教育が喧伝される。新型コロナウイルス感染症拡大に乗じて端
末が配られたことで、物語は現実生活の中で日常的に強化されていった。さらに、個別最
適化を実現する教育内容・教育方法へと具体的に落とし込まれ、人々を互いに支配し合う
評価の仕組みがさらにその前提を無意識裡に固定化する。この中で、重要な役割を果たす
人々を「教育テクノロジスト」とでも呼んでおこう。かれらは特徴的なカタカナ言葉を使
い、官僚主義を補強する。ここ数年、国の報告書に乱舞する言葉に「イノベーション」が
ある。モノだけではなく、それを活用する知識と行為を含めたシステムこそがイノベーショ
ンの正体なのであるが、これらすべてが「よきもの」であるという前提で語られ続けるこ
とがキモである。したがって、人間を自動機械とみなし、それを実現する有効な理論によっ
て実践が肉付けされる。「答えのない社会」の実相は「問いを奪う社会」の単なる言い換
えではないか。そして、子どもの未来から不安を取り除くため…と言われれば、だれも反
論できなくなるのがイノベーションという言葉の魔力である。

公教育をめぐる改革の議論を「引き算や割り算の改革」とするのが難しいのは「目的論
的進歩史観」が直線的で個人化された発達論に根ざしているためである。たとえ改革を通
して次第に子どもの時間も収奪されていくとしても、歯止めが効かなくなる。これは「未
来への投資」として塾通いの時間がどんどん追加されていくのと同様である。子どものニー
ズに寄り添い、できるだけ早期に…と。受験と就活をめぐって不安に駆り立てる大人によっ
て子どもの時間は収奪される。子ども時代はもはや「灰色の男」が支配する社会に入って
いく準備期間となる。児童ファンタジー小説『モモ』の中で、灰色の男が床屋のフージー
さんの人生を計算可能な形で示し時間貯蓄銀行に時間を預けさせたあのシーンのように、
日常を生きる中で近代時間に身体も意識も知らず知らずのうちに支配されていくのであ
る。

じわじわと訪れる近代時間の浸透の仕上げが、デジタル資本主義を彩る新しいテクノロ
ジーによって行われている。一貫して子どもたちの「生の全体性」を収奪していることに
留意する必要がある。効率の良い学習は人生に「余白」をもたらすことなどなく、「余白」
をいかに効果的に活用するか…という飽くなき指令を内面化させられ、さらにこうした新
たなそそのかしによって「日常」の中での関係性がやせ細っていくのである。「地域」が
貧相な出遇いしかもたらさないことで、公教育は多くの難題を背負うことになる。多様な
選択が可能になっているように見えてその内実は薄っぺらな一元化の世界に囲い込まれて
いるのが子どもたちを取り巻く現実ではないか。

図－1に見るように、デジタル依存はますます子どもたちの生活を侵食するようになっ
ている。たとえば高校生はいま一日平均6時間を超える膨大な時間をデジタルツールに奪
われている。報告書は健全な青少年を育成するという国家の都合で目的設定がされた経緯
もあり、情報モラルとフィルタリングに専ら関心を向ける。3保護者調査もあわせて行われ

3	 青少年の健全育成のためのフィルタリングへの関心が10余年前から急速に高まった。これに対して、
よほど広範な悪しき影響を及ぼす「スマホ中毒」について、とくにプラットフォーム側の問題とし
て問題視する動きは極めて乏しい。（この動きへの歯止めについてたずねたところ）伝統ある公立進
学校の校長は、「登校時にスマホの電源をオフにする試みを始めたところ、多くの生徒が休み時間に
校庭で楽しそうに遊ぶようになりました」と語っていたことが印象に残っている。
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ているのはそのためである。しかし、圧倒的に深刻なのは、子どもの時間の収奪を生む構
造の方ではないか。しかし、目的論的進歩史観に則り、個人データを収集されることでま
すますエコーチェンバーの奴隷と化す現実があるとしても大人たちは見て見ぬふりであ
る。くらしの退屈さを埋めるようなスピードと眩暈をもって時間が奪われ、情報が抜かれ
ることでプラットフォームはますます焼け太っていく。最近の国会の議論は、国家によっ
て支配される剥き出しの個人という構図であり、主体が国家を飼い馴らすという発想から
ますます遠ざかろうとしている。これを助けるのがネット社会を通じたデジタル・シティ
ズンシップの劣化である。このようにして、資本主義は子どもの大切な世界を共喰いする
ウロボロスと化すのである（フレーザー 2023参照）。

３．�テクノロジーの二つの顔　－包摂か収奪か？－

テクノロジーは何をもたらしたか？

近代はまさにテクノロジーの開発と普及の歴史そのものであったと言える。テクノロ
ジーは、古代ギリシャ語の「テクネー（技芸）」と「ロゴス（論理）」に由来しており、そ
こには技術を生み出す思考が存在すると同時に、その技術の利用が広がることで人々の思
考が独特の論理に染められていく…その相互強化の関係が「進化」をもたらすと信じられ
ていく。その意味では、テクノロジーは、個々の場面でローカルに使用される単なる便利
な道具以上の絶大な社会的効果を持つという神話が成立してきたことがまずもって重要で
ある。

この社会的効果を最大化しようという動因になったのが、おそらく利潤を生み出す経済
活動の仕組みである。ハンナ・アレント（アレント 1994=1958）が区別した人間の諸活動

出所）�内閣府（のちにこども家庭庁に業務移管）「青少年のインターネット利用環境実態調査」各年版をもとに作成。
各種のデバイスを使って平日にどのぐらいの時間インターネットを利用するかを調べたものである（年度に
よって有効桁数が異なるため、四捨五入して小数点以下第１位で表示）。
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の３つの区分のうち、労働が人間生活を枠づけるほどの価値を持たされることで、政治的
な意味が変質していくことになったことと結びついている。この点について、とくに資本
主義が発展する中で、経済活動とテクノロジーの関係強化を歴史的に跡づけたのが、ダロ
ン・アセモグルとサイモン・ジョンソンの著作『技術革新と不平等の1000年史』である。

テクノロジーと経済や労働との関係史を紐解くことで見えてきたのは、決してテクノロ
ジーが繁栄を広く人々で共有するような動きとはならなかったという厳然たる事実であ
る。中世から近代にかけての農業史において、田畑を耕すための鋤の改良や輪作の効率化、
馬の利用拡大、製粉機の革新が行われたが、額に汗して働く農民が恩恵に浴することはな
かった。中世後期から大きな船舶が製造され大航海時代が訪れても、巨万の富を得る大商
人の生活は数百万という奴隷を逆に新大陸等に運び込むことにも使われ、搾取と収奪の構
造は却って強化された。産業革命初期の繊維工場も莫大な富を一部の富裕層にもたらす一
方で、労働者の雇用機会は縮減され、賃金はますます買い叩かれていった。加えて、労働
条件も労働環境も劣悪なままにされ、長時間労働が常態化しさらに悪化していった。綿繰
り機の発明は、綿花農園主の懐を温めたにすぎなかったし、人口肥料は農業生産力を向上
させたが、同じ技術の応用で化学兵器が考案され、多数の罪なき人々を殺傷することになっ
た。昨今とくに窮まった感のある軍備拡張は、テクノロジーの粋（？）を集めたものであ
るが、いずれの勢力や国家群も何回も世界中の民を殺戮する兵器を手に入れ、あろうこと
かGDPの5％（NATO加盟国）をノルマとせよ…という狂った基準さえ設定されようと
している。

少し話が膨らんでしまったが、たとえば労働の必要性（困難さからの解放）のためにテ
クノロジーは大きな役割を期待されてきたし、特定の社会層の経済的なメリットを増大さ
せたことは事実である。また、抗生物質の発明のように、人々に死を免れさせ、平均寿命
を延ばすという点で医療技術を中心に人々の幸福に大きな貢献をしたことは紛れもないメ
リットである。しかし、その評価さえ一面的かもしれない。じじつ、抗生物質の効かない
細菌等を生み出し身体そのものを薬漬けにしてしまう危険性もある。かつ、高度医療にな
るほど社会的不平等を投影することは誰の眼にも明らかであるし、先進国／途上国という
国家間の経済格差を如実に反映してもいる。今日では、長きにわたる技術的発展のひとつ
の究極の姿として、私たちの頭脳の働きを模したAIが人々の関心を集めている。しかし
これもまた、最終的には人間にしかできない調整的労働が消し去るわけでもなく、対人的
なケア労働もまたどれほど精工になったロボットにもできない労働は限りなく残されるこ
とになる。

アセモグルらは、こうしたテクノロジーの歴史と社会との関係を吟味する中で、オート
メーションに典型的にみられるように他者の労働を奪ったり、より抑圧的な層を生み出し
たりするテクノロジーを「収奪的テクノロジー」と呼び、別様のあり方（包摂的テクノロ
ジー）の方向へと進まなかったことを的確に指摘している。とりわけ重要なのは、これが
歴史の必然でないことを喝破している点である。

テクノロジーの発展史をたどれば、それはオートメーション、つまり身体労働の機械化・
自動化と同義であることがわかる。往々にして、資本家は経済コストを切り詰めることを
選び、雇用者数を減らす一方で長時間労働を強いることになる。綿花栽培や織物業に機械
が導入されても労働強化は変わらなかったのはそのためである。オートメーションは平均
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生産性を高めるけれども、労働者の限界生産性（バンドワゴン効果）4を高めることはない
のである。雇い主が労働者に課す劣悪な状況が変わり始めたのは、「19世紀後半、普通の
人びとが団結し、経済的・政治的改革を推進してようやくのこと」（アセモグル＆ジョン
ソン、2023、69頁）であり、遅ればせながら賃金を押し上げることになった。「生産性バ
ンドワゴン」とかれらが呼ぶ効果が及ぶのは、まさに労働組合などの運動によってより適
切な「選択」が行われることが前提条件となったのである。

日本においても、雇用の創出という点では比較的良好だった「高度経済成長期」を経て
バブルが崩壊し、いまや資本主義は終焉を迎えている。その中で、「今だけ金だけ自分だけ」
の金融資本主義が跋扈し、実体経済とはほど遠い空虚な仕事が増え続けるとともに、他方
でケア労働などのエッセンシャルワークの処遇はきわめて劣悪な状態のままである。デジ
タル金融空間やインターネットのプラットフォームに依存する「仕事」が増えて、膨大な
時間を消費し合う中で、持てる者のみが巨万の富を得る社会が膨張し始めている。「生産
性バンドワゴン」の発想を欠き、社会的連帯を分断する世界が幅を利かせているのである。

頼みの労働組合は、労働者の分断や非正規雇用が拡大する中で共通の利害を見出すこと
が難しくなっている。しかも、現代テクノロジーは「機械」のように見えやすいものでは
なくなっている。知らず知らずのうちに個人的な情報をかすめ取られ、ビッグデータをも
とに割り出された商品一覧を目の前に提示されて、似たような世界の中でぐるぐると消費
を繰り返す。アルゴリズムを書き換えることで、エコーチェンバーやフィルターバブルで
人々を飼い馴らすことはいとも簡単なことである（最近の選挙の現実と劣化した政治状況
を見れば明らかである）。個人の隔絶された時間と現実味を欠く安心の提供…つまり、さ
まざまな疎外された者たちをこの状況は吸い寄せていく。

時間を奪うことによって利潤を得るのが、デジタル資本主義のビジネスモデル（長時間
使用させることで「選好」を正確に把握し、AIはディープラーニングを行い、広告提供
の正確さを増す…これに煽られて、商品購入まで結びつける…この商品購入の過程にプ
ラットフォームを利用するとさらにネット商人が介在し、ますます時間を奪い合うように
仕向けられる…）の基本である。生活を包括的に覆い尽くすことで、依存症の「外」に出
ることさえ困難にしてしまう。

身体的抑圧からの解放よりも、知性をつかさどる脳の働きからの解放はまさに思考停止
と同義であり、深刻な「人間からの疎外」をもたらす。それは、身体や環境との対話的思
考をやめるということであり、依存症や中毒そのものである。つまるところ、生きている
が「人間する」ことをやめた「廃人」へと陥らせる…と言っても言い過ぎではない。

学校と子どもたちの「いま」

学校に目を移せば、「主体的・対話的で深い学び」は依然として目的論的進歩史観の直
線的な社会予測に基づいて、一元的なシステムを想定して改革が論じられる前提から出て
いない。その点では、明治期に近代教育が移入されて以降、教育をめぐる前提は根本的特

4	 限界生産性（marginal productivity）とは、「労働者が一人増えるおかげで、生産量が増大したり、サー
ビスを提供できる顧客が増加することでもたらされる追加的な寄与」（アセモグル＆ジョンソン 
2023上巻、45頁）を意味している。
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質を変えてきたわけではない。人びとは囲われた社会の中で主体として最大の生産性を上
げるべく鍛えられていく。じつは、社会はさまざまな労働と活動と行為によって支えられ、
常に更新されているのであるが、往々にして国家は未来社会のありようを想定しながら、
国民＝生徒を「価値を生産する記号」として育てていくに過ぎない。公教育はこの面をい
つも突き付けられ、そそのかされかねない危うさを孕んでいる。

そういえば、一昔前に各フロアに最低一個確保されていた小さな電子黒板をいまではあ
まり見なくなった。教室の広さからすると見えづらいこともわかり、単焦点のプロジェク
ターで黒板に投影し、黒板に新たに書かれた文字を記憶させるなどして古典や英語の書き
写しの時間を大幅に節約し、教員の側の利便性も効率性も高まった。テクノロジーは淘汰
されるが、対面での学びの価値は決して廃れていないどころか、テクノロジーの種類と使
用法を「収奪的テクノロジー」化しない方向に選択する知恵を習得する上で公教育の意義
はますます大きくなっている。

しかし、楽観はできない。生活と時間を削られる人々が急増しているからである。では、
縮減された子どもたちの時間はどこに行ったのだろうか？少し横道にそれて恐縮である
が、筆者が子どもの頃は、放課後が放課後としてちゃんと存在していた。ランドセルを放
り出して運動場で遊んだ後、自宅までの２キロ余りの山道でもまた道草という遊びが待っ
ていた。無意味なことをたくさんやり、ケンカや仲間外れや関係修復の時間もあった。田
んぼに積んであった稲わらを倒して、おじさんに叱られたりもした。微細な評価で苦しめ
られることもなく、もしあったとしても「もっと意味のある日常」の前にはどうでもよい
ことのように思えた。冬場の教室の薪ストーブは適度な温かさだったし、暑い夏はたっぷ
りお昼寝をして夕方には農作業の手伝いをしながら母親と話をしたり、風呂焚きをして祖
母とおしゃべりをしたりした。とにかく、時間を差し出し合うこともあって、時間が誰か
に奪われることが少なかったことは確かである。

あれから半世紀以上が経ち、いま子どもたちの時間はどうなっているのだろうか。どの
ような「いま」を生きているのかと心配になる。まず、近くに学習塾がなかった幸せな子
ども時代とは異なり、1970年代に入って（校内暴力と同じ時期に）塾通いが増えていった。
病んでいく社会を象徴し、これ以降次第に分断された社会が増殖していく。いまは、「反抗」
するすべも奪われ、塾通いは早期化し、幼児期の英語塾も大はやりである。午後９時ごろ
でも平気で塾から帰って来る街の風景も珍しくない。そして、残りの時間はネット漬けで
ある。もはやほとんどテクノロジーと教育で支配された時間と空間以外に子どもたちには
何も残されていないかのようである。他方では、生活が苦しく家庭環境に恵まれていない
子どもたちも増えている。乾いた感情は、ショート動画とAIが生成してくれた「推し」
が満たしてくれる…のだろうか。こうした変化の中で育った子どもたちを公教育は受け入
れ、さまざまな難題と向き合っている。目的論的進歩史観からまずは自らを解放し、思い
切った「選択」を試み「地域」をつむぎなおすしかない。

4 ．『万物の黎明』の遺言　－「もうひとつの社会」を創る－

よりゆたかな選択を行うには、まずは、いま生きている社会の常識の「外」を経験する
必要がある。頭だけではなく、身体ごと…「外」を経験しなくては、さまざまな依存症の
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虜となるばかりである。
まず、いちばん大きな話としては、そもそも国家が前提として語る「〇〇社会」を疑っ

てみたい。そのために必要なことは、近代以前も含めた社会を俯瞰できる視点を身につけ
ることである。個人的に一番おすすめなのが人類史等の叡智に学ぶことである。たとえば、
デヴィッド・グレーバーとデヴィッド・ウェングロウの『万物の黎明』は、見識深い人類
学者と考古学者が対話の中で、私たちが生きている（それしかないと思わされている）歴
史の外側に連れ出してくれる。時代と地域を超えて旅行をしているような感覚になる。あ
るいは、歴史でもよいだろう。網野善彦が指摘してくれていることとも重なるが、「日本」

「日本人」「日本の伝統」…といったものが当時なりの「国際関係」の中で政治的に作り上
げられたものであることがわかる。あるいは、私たちの生きている世界は、地域間のヴァ
リエーションも大きく、直線的に社会が進化してきたという前提は明らかに誤りである。
ほんとうはゆたかな社会をつくっていた地域を侵略し、収奪することで捏造された歴史を
学んでいるのかもしれない。社会が多様な選択肢から選べることを知ると、この固定化さ
れた社会という前提、あるいはその必要に従って生きていく自分が小さく見えてくる。大
人だってこの世界のことをちっともわかっていないと考えた方がよい。そもそも「過ち」
の多い社会なのであるから、「わかっていないこと」を前提に学びながら再構築していけ
ばよい。

以上のように、テクノロジーと公教育の課題を見据える上で、人間観と社会観を問い直
していくことが不可欠であることが浮かび上がる。社会観の中軸的な問いの中には、「資
本主義をどう飼い馴らしていくか？」「国家による支配をどうかいくぐっていくか？」と
いうことが中心部分として含まれている。たとえば、テクノロジーを国家の要請に従って
政策に組み込んでいくことに馴らされてしまっているが、まずは次のように問いを転換し
たい。「私たちは、国家の権力をいかにして緩め、そいつを飼い馴らすことができるか…」
である。たとえば、アルゴリズムを適切に書き直すことによって、権力を握っている人び
とや機関を逆に監視する力を強めていくことも可能なのである。人びとは、監視される側
に立たされていることによって、選択する力を弱体化させられるのであるから、これを逆
転するように法制化すればよい。資本主義の行き過ぎたありようもまたテクノロジーの監
視によってまずは一次チェックをする、あるいは議会の中に監視機能を入れ込むことで、
民主主義の成熟を促すことが可能になる。切り抜き動画で世論誘導するためにテクノロ
ジーや社会を学ぶのではない。まさに、それぞれの場でヴィジョンを取り戻さなければな
らない。対話を通して…。

しかし、経済学者の議論は、進んだものであっても、生産性にかかわる問いにとどまり、
再生産労働やケア労働についての意義深い考察にいたっていないことが多い。たとえば、
共喰い資本主義の議論をふまえて、教師の仕事をケア労働として深くとらえ直すことも必
要であり、テクノロジーを再生産労働の価値を増進させるためにのみ活用することも可能
ではないか。じつは、具体的な他者との日々のかかわりの中にこそ、テクノロジーと公教
育の関係性を問い直すヒントが隠されているのかもしれない。その眼を曇らせる時間泥棒
からまずは解放し合うこと、制度的な洗脳を解き放つ試みを積み上げていきたい。

最後に、テクノロジーと公教育の関係を読み解くために、〈コンヴィヴィアル・メディア〉
という鍵概念を提示しておきたい。それは、（オールド・メディアとネット・メディア…
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という二分法の呪縛から自由になるために）人間を思考停止にせず機械にしない道具であ
り、それを通して人と人が出遇い、学び合うことを可能にするツールへの転換である。あ
くまでも相対的な意味でこの性質を持ちやすいツールとそうでないツールの間にあるスペ
クトラムのようなツールとして捉えられる。このことを真ん中に据えて組み立てられるの
が「ゆたかな学び」だとすれば、教務効率化のためにテクノロジーを使うことを通して、「人
間する労働」を、つまり、資本主義社会や家父長制社会によって毀損された「ケア労働」
の価値を取り戻し、「人間する」ことを回復させることが重要である。

皮肉にもデジタル技術が進むほどに奪われる「生きた時間」や身体感覚、そして、他者
とともにあるという関係性の中で学び合う経験、つまりそれは「地域」を取り戻すことで
もあることに気づかされる（たとえば、松嶋 2014、参照）。自然等にケアされることで生
きている「人類共通の小ささ」を共通の限界性として認識し、相互親和的な世界へと社会
を再構築していく息の長い「抵抗」を試みたい。それは単に包摂性／収奪性がテクノロジー
に内在するというよりも、それを取捨する政治的選択という行為ならびにそれを活用する
場と学びをどう再構築していくかにかかっている。まだどこにもないかもしれないけれど、
気がつこうとすればどこにでもあるものをイメージしたい。

以下の各章の論考は、それを発見するための基本的な視点をそれぞれの（言葉の正しい
意味での）専門性をベースに浮かび上がらせてくれている。本報告書は、「テクノロジー
と公教育」をテーマとしているが、それはこれまでの教育と社会のあり方を問い直す試み
の一環である。5くらしと学びを問い直した先に、公教育がテクノロジーをどのように生か
し、「政治的選択」の持続可能な作用をもたらすかが明らかになる。章立てと主な論点は、
以下の通りである。

第1章では、ICT活用教育と情報モラル教育に偏りがちな文科省の政策を批判的に問い
直し、日教組のこれまでの活動をふりかえりながら、「デジタル・シティズンシップ教育」
へと発展させていくことの必要性が説かれる。DX（デジタルトランスフォーメーション）
は単なる「デジタル化」ではなく、デジタル化を通して組織全体を変革し、よりよい生活
を実現することであると語られる。長年日教組の各種委員会にかかわってきた氏の論旨は
明快である。批判的思考が問われている。

第２章では、以下の問題意識をふまえて問いを立て、いくつかの留意点を提示する。知
識や情報にかかわる差別（認識的不正義）はけっして新しくない社会の問題であるが、人
工知能（AI）をはじめとする情報技術は差別構造を深化させる傾向があり、情報システ
ムが社会基盤に組み込まれることによって、差別は動かしがたい構造になりつつある。こ
の課題に対して公教育が介入できるとすれば、何に留意すればいいのか。

第３章では、イリイチの「コンヴィヴィアリティ（自立共生・自律協働）」概念を拠り
所としながら、テクノロジーがいかにして「ちょうどよい道具」となるかが論じられる。
コンヴィヴィアルな関係性を弱める6つの要因が指摘され、場所も時代も異なるにもかか
わらずこの時代にこそ参照されるべき思想家の言葉を通して公教育の未来への問いかけを

5	 分断された専門領域だけでなく、国家や歴史など既存の枠から飛び出し、さまざまな経験と創造／
想像の世界を駆使することを通してはじめてかすかに見えてくるものである。その意味では、本報
告書は、教育総研の研究委員会ならではの課題に向き合い方の記録と言えるかもしれない。
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試みる。現代日本の公教育再編に対して「強い個人モデルを超えたケアの倫理と、草の根
から市民的に創発してくる公共性」の可能性を探る。

第4章では、内閣府WGの「政策パッケージ」の基本的性格や論点に焦点を合わせ、教
育DXが公教育に与えるインパクトを丁寧に吟味し、新しいテクノロジーと向き合いつつ
教育的価値をよりよく追求していくための視点があぶり出される。教育「変革」構想の懸
念点や論点を明快に読み解くことを通して、「より真正でインクルーシブな学び」の方へ
と転換していくためのヒントが詳らかにされていく。

第５章では、急速に進化するICTやAIが教育に与える変化を背景に、生涯学習として
の学びほぐしを軸に、テクノロジーと私たちの関係性を再定義することを示す。私たちが
関わる知識コモンズやシティズンサイエンスなど多元的な学びのモデルを通じて、持続可
能な未来社会の構築に向けた教育の役割を探っていく。

本研究委員会は、「テクノロジーと公教育」の関係性についての試論である。AIが特異
点（シンギュラリティ）に至る時期は2040年と想定されていたが、大幅に早まる気配で
ある。しかし、人間がシンギュラーな存在として目の前の他者を通して変わり合っていく
という本源的な特質はどれだけテクノロジーが発展しても変わらないのではないか。「いっ
しょに生き生きと生きていく社会」を創っていくために〈コンヴィヴィアル・テクノロジー〉
へと転換していくか…。それぞれの場での対話を通して問い続けていきたい。
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配慮をくださいました。記して謝意を表する次第です。
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第1章　日教組におけるデジタル・シティズンシップ教育政策

坂本　旬

1．今日のデジタル教育政策をめぐる課題

今日の日本の教育政策上の課題の一つは、ICT教育からデジタル教育への転換である。
ここでいうICT教育とは、教育へのICT活用および子どもたちのICT活用能力育成を目
的とする教育であり、現在の文科省の情報教育政策の主流である。2020年度から始まっ
たGIGAスクール構想やデジタル教科書の導入、AIによる個別最適な学びの追求はICT
教育の最前線だといってもよい。

一方、世界では偽情報や陰謀論、誹謗中傷などの悪質な情報によって民主主義は危機的
状況にある。これらの情報によって社会は分断化し、テロや戦争の危険性を拡大させてい
る。ソーシャルメディアの台頭に伴い、市民社会のあり方が大きく変わりつつある。その
ことが顕になったのは2016年の米大統領選下で世界的に問題となった「フェイクニュー
ス」現象であった。2025年、第二次トランプ政権が誕生して、世界の民主主義の危機的
状況は一層悪化しつつある。

このような世界的な民主主義の危機の中でメディアリテラシーやデジタルリテラシーの
重要性が改めて見直されるようになった。さらに、情報の信頼性を見極めるだけではなく、
デジタル時代にふさわしい市民社会への参画能力育成の必要性が理解されるようになっ
た。それがデジタル時代の市民性、すわなち「デジタル・シティズンシップ」を育成する
教育である。デジタル・シティズンシップ教育は、2000年代初頭にアメリカのISTE（国
際教育テクノロジー学会）の運動から始まったが、その後、ユネスコやOECD、欧州評議
会の教育政策にも採用され、現在では世界的な広がりを持つ。今日、デジタル教育につい
て語る場合、デジタル時代の市民性としてのデジタル・シティズンシップの理念を抜きに
語ることはできない。

しかし、文科省の政策は相変わらずICT活用教育と活用に対応するリスク教育として
の情報モラル教育を中心に進められており、デジタル・シティズンシップを中核理念とし
たデジタル教育への転換は遅々として進まない。道徳教育の一部となった情報モラル教育
に固執し、デジタル時代に対応する新たな民主主義教育の視点は現状では見ることができ
ない。例えば、文科省は2024年12月に「初等中等教育段階における生成AIの利活用に関
するガイドライン（Ver.2）」を発表したが（文科省,2024）、生成AIの利活用とリスクの
提示にとどまっており、ユネスコが2024年に発表した「生徒のためのAIコンピテンシー
フレームワーク」（UNESCO,2024）で示されているAI倫理とAIリテラシー育成の視点
は不十分である。一方、文科省は2025年9月25日に中教審教育課程企画特別部会におけ
る「論点整理について（報告）」を公開している。ここには「デジタル時代に主体的に社
会参画する『民主的な社会の創り手』の育成」という事実上のデジタル・シティズンシッ
プ教育を意味する内容が明記された。このことがどれほど次期学習指導要領に影響を与え
るのか、現段階では未知数である。

日本でICT活用を目的とするICT教育が主流になっている背景には、文科省や中教審
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におけるテクノロジー関連の審議会の主要委員の多くが教育工学会出身者で占められてい
ることが挙げられる。つまり、この問題は文科省の政策だけに焦点化させるべきものでは
なく、デジタル教育に対する教育学の問題でもある。現状のICT教育に対する「デジタ
ル批判」はあっても、教育学研究者によるデジタル教育研究はとても十分とは言えない。
この結果、全国教研のリポートもまた、長らくICT活用の実践事例が主流であった。こ
うした状況は変えなければならない。

2 ．情報教育と学校図書館教育の統合

日教組のICT・デジタル教育政策と運動を振り返ってみよう。おおよその流れをいうの
ならば、1990年代にコンピュータ教育およびICT教育政策がつくられ、2000年代に入る
とメディアリテラシー教育の考え方が教育政策に含まれるようになった。そして、2020
年からデジタル・シティズンシップ教育が政策に位置づくようになった。

1989年、当時の日教組教育課程検討委員会（山住正己会長）は報告書『コンピュータ
は教育をかえるか』を公刊した。当時の改訂学習指導要領で技術・家庭科に「情報基礎」
の領域が登場し、理科や数学でのコンピュータ利用が始まったことに対して、考え方をま
とめたものである。報告書の冒頭部分に「複雑なかたちで生起する情報化をめぐる問題に、
現代に生きる教師にふさわしいかたちで対処するための手がかりを提供することを企図し
ている」と書かれ（日教組教育課程検討委員会,1989,p.7.）、報告書の最後には「コンピュー
タをどう使うかは、人間が決めることである」という言葉で締めくくられていた（日教組
教育課程検討委員会,1989,p.72.）。一言で言えば、コンピュータは使い方次第だというも
のであった。当時、ICTという言葉は一般的に使われていなかったが、この報告書はその
後のICT教育の基本的な考え方を提示したと言える。

翌年の1990年、日教組平和経済計画会議「高度情報化社会とコンピュータ教育」研究
会（海老原治善主査）による、報告書『情報・コンピュータ教育の現状と課題』が公刊さ
れた。この報告書は当時のコンピュータ教育の状況を多様な研究者や実践者によってまと
められたものである。海老原はこの報告書のまとめとして次のように書いている。「実践
の展開を調べてみると、それぞれの側面から、よく言えば、百花斉放といえるが、ばらば
らで進められている印象が強い。CAI的とりくみ、それも終末でのドリルソフト、はては
入試問題の個別練習、CAIといっても、学習指導要領準拠の市販ソフトの学習が大勢を占
めている。ロゴ学習や課題選択学習での新しい芽もあるが、大きな実践潮流とはいえない
ように思われる。これらをもっと構造的に学習理論として、整理する必要があるのではな
いかと思った。そのためにも、私たちの研究の第2年目は、現場での実践を見学するなど
して、中間報告で出された残された課題をさらに深めていきたい」（日教組平和経済計画
会議,1990,p.130-131.）。この文章から日教組が当時のコンピュータ教育に対して、批判的
な対応をすることなく、むしろ積極的に取り組んでいこうとする姿勢を伺うことができる。

1992年1月、日教組「教育新聞」は号外「コンピュータ教育職場討議資料　コンピュー
タと教育　どうとりくむかQ&A」を発行する。その中で、「学習指導におけるコンビユー
タの位置づけおよび利用の仕方はどうあるべきですか」という問いに対して「コンピュー
タはデータの収集・分析、コミュニケーション、創造、表現の道具であり、子どもたちは
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コンピュータの扱い方を習得することによって、自分たち自身の力で学ぶことができるよ
うになります。子どものイメージや表現を大事にし、それらを授業の中で統合していくと
いう発想が大事なのです」と答えている（日教組,1992）。

1992年6月、同研究会（海老原治善主査）は先の報告書の課題を受けて、報告書『コン
ピュータ教育実践の現状と課題』を公刊する。この報告書は国内のコンピュータ教育実践
の実態をまとめたものであり、この時から筆者もメンバーとして参加するようになった。
翌1993年、同研究会（水越敏行主査）は『東アジアの情報・コンピュータ教育』を公刊す
る。こちらは中国、台湾、韓国、イギリスのコンピュータ教育の状況をまとめたものである。

ちょうど同じ時期、全国教研集会では、大きな変化があった。1991年（第40次）全国
教研で初めて「情報化社会と教育・文化活動」分科会（第19分科会）が設置されたので
ある。この分科会には「学校・地域における文化活動」と「情報化社会の教育・学校図書
館教育」の二つの小分科会があり、情報（コンピュータ）教育の実践は後者の小分科会で
扱われた。情報教育と学校図書館教育が一つにまとめられたのには理由がある。1997年
に学校図書館法が改正され、12学級以上の学校への司書教諭の配置が義務化された。学
校司書と司書教諭という二職種併置存続は日教組内部でも大きな議論となったが、他方で、
学校図書館こそ学校の情報センターとして位置づくべきであるという考え方が主流となっ
た。当時は自社さ連立政権の時代であり、文科省もまたこの考え方を後押しした。1998
年に文科省は「情報化の進展に対応した教育環境の実現に向けて（情報化の進展に対応し
た初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議最終報告）」を発
表した。この報告書の中に「学校内と情報化と教育ネットワーク」というイメージ図があ
るが、学校の真ん中にコンピュータ教室と学校図書館・学校情報センターが並んで配置さ
れていたのである（文科省,1998）。

そのため、学校図書館と情報教育の統合は教研運動の主要な課題の一つであった。筆者
は1994年に書いた雑誌記事の中で「1992年の41次集会では、図書館教育との結合や連携
を模索しながら、情報教育の新しい方向性についてしっかりした討議を行なった」と述べ、
その上で「①平和、人権、民主主義などの他の教育課題と情報教育の結合、②図書館や電
子ネットワークを使った情報教育実践の追求、③内容としての『情報社会の教育』の追求、
④情報モラル・情報民主主義をどう確立し、どうすすめるか」の4点が今後の課題として
確認されたと書いている（坂本,1994,pp.29-30.）。

3 ．ICT活用からメディアリテラシー教育へ

2000年代に入ると、インターネットの普及に伴っていわゆるネット社会もしくはデジ
タル社会が形成されていった。とりわけ、2007年に発売されたiPhoneの世界的な普及は、
若者たちが日常的にインターネットに接続するきっかけとなった。従来のコンピュータ教
育を中心とした情報教育は、インターネットの活用を志向するICT教育へと大きく舵を
切ることになる。当時の文科省の政策はもっぱらICTの活用とリスク教育を中心とした
ものであった。しかし、世界的には、デジタル時代に対応する批判的思考力育成を主眼と
したメディアリテラシーへの注目が高まっていった。

日教組の国民教育文化総合研究所は2007年6月に「メディア・リテラシー教育研究委員
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会」（坂本旬委員長）を設置し、翌2008年7月に「メディア・リテラシー教育研究委員会
報告書」を発表した。当時注目を集めつつあったメディアリテラシーの基本的な考え方と
具体的な実践事例をまとめている。アメリカの全米メディアリテラシー教育学会

（NAMLE）やユネスコのメディア情報リテラシーの考え方など、当時世界的にもっとも
先進的なメディアリテラシー政策や運動にも触れられている。坂本は「『メディア・リテ
ラシー』は、現代社会を主体的に生きるための力の一つ」と指摘しつつ、「しかし、同時
に忘れてはならない重要な視点がある。『メディア・リテラシー』は『批判的能力』であ
るという視点である」と述べている（国民教育文化総合研究所,2008,p.2.）。この報告書
に基づいて日教組「教育新聞」は職場討議資料を発行した。さらに、翌2009年には報告
書を『メディア・リテラシー教育の挑戦』というタイトルでアドバンテージサーバーから
出版した。

国民教育文化総合研究所は、2012年にメディアと学校教育研究委員会（坂本旬委員長）
を設置し、翌2013年に報告書『メディアと学校』を公刊している。委員会の設置が東日
本大震災の翌年だったこともあり、ネットを飛び交うデマや風評の問題とともに、電話が
つながりにくい状況下でSNSの役割が評価されるという状況もあった。坂本は「3.11以降
の日本社会において、子どもたちが生きるために情報機器を適切に活用し、必要な情報を
的確に収集・分析·判断し、自らの行動に活かすことのできる情報活用能力（情報リテラ
シー）の形成が急務」と書いている（国民教育文化総合研究所,2013,p.4.）。2012年度の
第60次全国教研の「分科会の運営と予想される討議の展開」にも「震災後、わたしたちは、
社会生活で発言される様々な情報を生きる力として『受信力・読み解く力・発信力』は不
可欠だと学んだ。学校で、この『力』を育てる教育の強化が急務である」と書かれていた。
この報告書が全国教研の議論をもとにして作られたことがよくわかる。

一方、文科省は2011年に「教育の情報化ビジョン〜21世紀にふさわしい学びと学校の
創造を目指して〜」を発表した（文科省,2011）。この報告書はその後の文科省のICT教
育政策の基礎となった。坂本はこの報告書に対して、「もっとも大きな特徴は教育理念に
ついては自民党政権時代の政策を引き継いだまま『ICTを活用する教育』としてのICT教
育の普及という視点に貰かれている」と批判する（（国民教育文化総合研究所,2013,p.5）。
特に、文科省が1998年に発表した「学校内と情報化と教育ネットワーク」イメージ図で
は学校の中心にあった学校図書館が、「教育の情報化ビジョン」の中で描かれた図「21世
紀にふさわしい学びの環境とそれに基づく学びの姿（例）」では消滅している。坂本は「果
たして『ビジョン』は1998年の報告書を越えたものだと言えるのだろうか。はなはだ疑
問である」と述べている（国民教育文化総合研究所,2013,p.8）。このような立場から、
2013年の報告書は、「教育の情報化ビジョン」への対抗という視点を有しながら、批判的
思考を中核とするメディアリテラシー教育と学校図書館教育の融合をめざした内容となっ
た。

日教組は2015年に「日教組政策制度　要求と提言（2015〜2016年度版）」を発表するが、
上記報告書を受けて、メディアリテラシー教育を柱の一つとして位置付けた。政策目的と
して「情報を批判的に読み解く力・見抜く力、有効な情報を活用・発信・伝達する力を養
う教育をすすめる」と述べ、具体策として「個人情報の保護等、人権の視点を取り入れた
情報教育を位置づけ、子どもの実態に応じたメディア・リテラシー教育をすすめること」、
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「新聞・テレビ・雑誌・インターネット等のメディアから発信されるあらゆる情報を主体的・
批判的に読み解く力の育成を支援すること」「メディア・リテラシー教育を各教科等の中
で横断的に実践していけるような教材やカリキュラムの開発をすすめること。また、その
ための人的配置を行うこと」、「メディア・リテラシー教育の充実をはかるため、『読書セ
ンター』『学習センター』及び『情報センター』としての学校図書館を整備・充実させる
こと」、「メディア・リテラシー教育に関する研修機会を確保すること」と書かれた（日教
組,2015）。

4 ．デジタル・シティズンシップ教育政策の登場

2020年初頭に教育文化総合研究所は、デジタル・シティズンシップ教育プロジェクト
チーム（坂本旬チームリーダー）を立ち上げた。これまでの検討委員会とは異なり、1年
間でデジタル・シティズンシップ教育を中核とした報告書を制作することを目的とした。
そのため、日本デジタル・シティズンシップ教育研究会のメンバーを中心としたチームを
作り、半年で内容を検討し、残りの半年で執筆を行い、1年後の2021年5月に、アドバンテー
ジサーバーから『デジタル・シティズンシップ教育の挑戦』として出版した。ちょうど新
型コロナウイルス感染症が世界的に流行した時期であり、そのためにGIGAスクール構想
が前倒しされ、ICT活用教育は大きな岐路に立っていた。2016年以降世界的な課題となっ
ていた「フェイクニュース」などの偽情報問題は、ワクチンをめぐる陰謀論としてより深
刻な状況をもたらしていた。

2021年1月、中央教育審議会は答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して〜全
ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現〜」を発表し
た（中央教育審議会,2021）。坂本は上記報告書の中で中教審答申に対して、「保護主義か
らエンパワーメントヘの移行を基調とする世界の潮流に対応していない。ツールとしての
ICTを基盤にするだけでは、デジタル社会に対応することはできない」（国民教育文化総
合研究所デジタル・シティズンシップ教育プロジェクトチーム,2021,p.93.）、「デジタル・
シティズンシップ教育については一切触れられておらず、従来の情報モラル教育の推進に
とどまっている。しかし、これまでの情報モラル教育では、インターネットを自由に使い
こなすための教育内容も方法も持っておらず、研究も実践も圧倒的に不足しており、オン
ライン情報の真偽の見分け方や、ヘイトスピーチヘの対応、自らのプライバシーやアイデ
ンティティの保護など、ソーシャルメディア社会を生きるための基本的な知識やスキルの
ための教育が準備されていない。答申には、その認識が決定的に欠けている」と批判する

（ 国 民 教 育 文 化 総 合 研 究 所 デ ジ タ ル・ シ テ ィ ズ ン シ ッ プ 教 育 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー
ム,2021,p.105-106.）。

そして、「デジタル・シティズンシップは、子どもたちのみならずすべての市民にとっ
て不可欠な資質」であり、「デジタル市民になるために必要なのは、技術的なスキルだけ
ではなく、市民としてのアイデンティティを確立し、オンラインでの複雑な対話のプロセ
スに自分の考えをもって立ち向かうことのできる資質や能力である」と指摘している（国
民 教 育 文 化 総 合 研 究 所 デ ジ タ ル・ シ テ ィ ズ ン シ ッ プ 教 育 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー
ム,2021,p.102.）。
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本報告書が示したデジタル・シティズンシップ教育の重要性は、2021年9月26日に開
催された第110回定期大会の特別決議で確認された。同決議は次のように述べている。

「GIGA スクール構想が一気に加速され、小中学校においては1人1台端末がほぼ配備され
た。しかし、早急な対応を迫られ混乱している学校現場は少なくない。高校への整備や自
治体間格差の課題も残されている。中教審では、デジタル教科書導入の議論もすすめられ
ているが、ICTは、子どもの学習活動を補完するものであり、子どもと教職員や子どもど
うしの関係性を基盤とする学びに置き換わるものではない。『だれ一人とり残さない』教
育環境とともに、子どもの人権を守るため、個人情報保護の徹底やデジタル・シティズン
シップ教育を推進・強化する必要がある。」

さらに同年10月に開催された日教組「学校図書館全国集会」基調報告でも「これまで
おこなわれていた端末の適切な使い方やネット依存等への危険性を学ぶことが中心の『情
報モラル教育』から『デジタル・シティズンシップ教育』へ転換していくことが必要にな
ります。『デジタル・シティズンシップ教育』では、子どもたちが社会（デジタル社会）
に主体的にかかわり、他者とともに生きていくため、情報を利用・創造すること、自分の
権利を意識しつつ、責任をもつことが求められます」と指摘されている（日教
組,2021,p.6.）。このようにして、2023年の「日教組政策制度　要求と提言（2023〜2024
年度版）」では「デジタル・シティズンシップ教育を推進すること」、「教育DXが教育の
公平性やゆたかな学びを担保するものとなるようにすること」が明記され、情報モラル教
育からデジタル・シティズンシップ教育へ運動と実践を進めることが示されたのである。

第73次教研全国集会開催後の2024年3月に発表された「第74次教育研究活動がめざす
もの」における第19分科会「メディア・リテラシー教育と文化活動」には「デジタル環
境に対して受け身になるのではなく、子どもたちの創造性を育て、デジタル時代にふさわ
しい民主主義社会の担い手を育てるデジタル・シティズンシップを取り入れた教育実践が
増えつつある。GIGAスクール時代にふさわしいICT活用教育からデジタル・シティズン
シップ教育への転換をよりいっそう推進していこう」と述べられており、全国教研におい
ては、デジタル・シティズンシップ教育の推進が強く打ち出されている。また、学校図書

出典：「日教組政策制度　要求と提言（2023〜2024年度版）」
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館については、「GIGAスクール時代にふさわしい学校司書の専門性を高め、読害バリア
フリーを推進し、社会に開かれた探究の学びを情報教育と連携しながらすすめていこう」
と述べられており、情報教育分野の実践との連携が打ち出されている。

ただし、リポートを見ると、デジタル・シティズンシップ教育を打ち出した実践の数は
決して多いとは言えない。学校現場では、文科省のICT活用教育の潮流がまだまだ大きく、
日教組のデジタル・シティズンシップ教育推進政策が実を結ぶためには、地域レベルでの
教育研修・実践・運動との連携が不可欠である。

5 ．ユネスコの教育DXと日教組のデジタル教育政策

前節では、日教組・全国教研運動によるコンピュータ・情報教育からメディアリテラシー
教育、そしてデジタル・シティズンシップ教育への発展過程を見てきた。文科省のICT
活用教育に対抗するデジタル時代の市民性を育成する民主主義的なデジタル教育への転換
を進めるためには、より国際的な政策や運動との連携が必要である。とりわけ、重要なの
は国連やユネスコの動向である。なぜならば、日本は国連、ユネスコの加盟国であるだけ
ではなく、ESDの提唱国としてESDを推進する責務を負っているからである。

ユネスコは2023年11月、1974年勧告の改訂版である「平和、人権、持続可能な開発の
ための教育に関する勧告」を発表した。この勧告の特徴を一言で言うならば、それまでユ
ネスコのさまざまな部局で進められてきたプログラムを一つにまとめたことにある。その
ことをわかりやすく示したのが、翌2024年の春に発表された「デジタル時代のグローバル・
シティズンシップ教育：教員用ガイドライン」である。このガイドラインは、2023年教
育勧告が求める教育実践のあり方を、教員用ガイドラインとして示したものである。

ユネスコはデジタル・シティズンシップとグローバル・シティズンシップという二つの
シティズンシップ概念を有しているが、このガイドラインはこの二つを統合し、「デジタ
ル時代のグローバル・シティズンシップ」、もしくは「デジタル・グローバル・シティズ
ンシップ」として一つの概念にまとめた。このガイドラインの序文には「学習者のデジタ
ル・グローバル・シティズンシップ・スキルを育成するための重要なリソースを提供し、
学習者が情報を見つけ、アクセスし、利用し、創造し、自由に交換し、安全かつ責任を持っ
てオンライン環境をナビゲートできるようにする。また、持続可能な開発アジェンダの推
進に貢献するため、学習者が地域、世界、そしてデジタル・コミュニティに参加すること
を奨励している」と記されている（UNESCO,2024,p.7.）。このようにして、このガイド
ラインはデジタル・シティズンシップ教育、グローバル・シティズンシップ教育、メディ
ア情報リテラシー、ESDといったこれまでユネスコが取り組んできたプログラムを統合
し、学校現場で実践できるようにしたのである。

2023年勧告の登場によって、日本政府がESDだけを推進することを困難なものにした。
ESDを推進するためには、デジタル・シティズンシップ教育、グローバル・シティズンシッ
プ教育、メディア情報リテラシーも含めて推進することが不可欠である。だからこそ、す
でにデジタル・シティズンシップ教育を教育運動の柱に据えた日教組にとって、ユネスコ
とともに2023年勧告を推進することには大きな意義がある。

もう一つ、ユネスコには重要なデジタル教育政策がある。それは国連とユネスコの教育
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DX政策である。（DXの意味については囲み記事参照）
ユネスコとユニセフは2024年に「教育DXのための6つの柱：共通のフレームワーク」

を発表している。これは2022年の国連教育変革サミットを受けて、国連の教育DX政策推
進のために、その政策を具体化したものである。国連の教育DX政策の中心は、テクノロ
ジー主導ではなく、包摂性、ジェンダー平等、持続可能性、拡張性、安全性、透明性を原
則とした教育実践的ニーズ主導の原理を確認共有することにある1。2023年の日教組政策制
度　要求と提言（2023〜2024年度版）」に、「教育DXが教育の公平性やゆたかな学びを
担保するものとなるようにすること」と明記されていることを改めて振り返る必要がある
だろう。

2025年6月13日にデジタル庁、総務省、文科省、経済産業省による「教育DX ロードマッ
プ」が公開された。しかし、このロードマップはデジタル・シティズンシップ教育が取り
上げられておらず、ユネスコが重視する持続可能な開発や包摂性、デジタルリテラシーや
デジタル・シティズンシップ教育の視点が不十分である。すなわち、日教組は政府の不十
分な教育DX政策に対して、草の根からの教育DX政策を対置し、全国教研運動の重要な
要素として位置付ける必要がある。持続可能な開発、公平性と包摂性は公教育における
DX政策の原則であり、今後のより一層の学習と普及活動が期待される。

参考文献
国民教育文化総合研究所（2008）『メディアリテラシー教育研究委員会報告書』
国民教育文化総合研究所（2013）『メディアと学校』p.4
教育文化総合研究所デジタル・シティズンシップ教育プロジェクトチーム（2021）『デジ

タル・シティズンシップ教育の挑戦』アドバンテージサーバー
坂本旬（1994）「情報教育の現段階」『教育』10月号
坂本旬（2025）「ICT 教育からデジタル教育政策の転換をめざして―国連・ユネスコの教

育DX 政策を中心に―」、『メディア情報リテラシー研究』第6巻2号、法政大学図書
館司書課程

中央教育審議会（2021）「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して〜全ての子供たちの
可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現〜」

日教組（1992）教育新聞号外「コンピュータ教育職場討議資料　コンピュータと教育　ど
うとりくむかQ&A」1月17日発行

日教組（2015）「日教組政策制度　要求と提言（2015〜2016年度版）」
日教組（2021）「2021年度学校図書館全国集会要項」
日教組教育課程検討委員会（1989）『改訂学習指導要領批判と私たちの課題　コンピュー

タは教育をかえるか』
日教組平和経済計画会議「高度情報化社会とコンピュータ教育」研究会（1990）『情報・

コンピュータ教育の現状と課題』
文科省（1998）「学校内の情報化と教育ネットワーク（イメージ図）」「情報化の進展に対

1	 以下の文献を参照。坂本旬「ICT 教育からデジタル教育政策への転換をめざして―国連・ユネスコ
の教育DX 政策を中心に―」、『メディア情報リテラシー研究』第6巻2号、2025年、法政大学図書館
司書課程
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応した教育環境の実現に向けて（情報化の進展に対応した初等中等教育における情報
教育の推進等に関する調査研究協力者会議最終報告）」

　　https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/002/toushin/980801b.htm
文科省（2011）「教育の情報化ビジョン〜21世紀にふさわしい学びと学校の創造を目指し

て〜」
文科省（2024）「初等中等教育段階における生成AIの利活用に関するガイドライン（Ver.2）」

https://www.mext.go.jp/content/20241226-mxt_shuukyo02-000030823_001.pdf
UNESCO. （2024）. Global citizenship education in a digital age: teacher guidelines.
　　翻訳は以下のリンク参照。https://note.com/junsakamoto/n/nd9e0ab26902e
UNESCO. （2024）. AI competency framework for students.
　　https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000391105

デジタルトランスフォーメーション（DX）

教育DXという言葉がよく聞かれるようになった。しかし、DXという言葉の本来
の意味は意外に知られていないのではないだろうか。ほとんどの人が「デジタル化」
の意味だと捉え、教育DXを学校にデジタル端末やデジタル教科書、クラウドシステ
ム、そしてWIFIを導入することだと思っていないだろうか。しかし、これらは単な
る「デジタライゼーション（デジタル化）」であって、「デジタルトランスフォーメー
ション（DX）」ではない。DXとは、デジタル化を通して組織全体を変革し、より良
い生活を実現することである。国連は2023年に発表した政策提言でDXの重要性を指
摘しているが、そこにはアジャイルなアプローチの重要性が指摘されている。「アジャ
イル」とは現場で利用者が参加して問題を解決する開発の手法のこと。アジャイルの
反対語は「ウォーターフォール」であり、管理者がすべてを決めてしまう開発手法で
ある。

もし、教育委員会が現場の意見を聞かずに学校の情報システムの導入を一方的に決
めたとしたら、それは「ウォーターフォール」方式の開発であり、DXとはいえない。
学校現場の利用者、すなわち教職員と児童生徒の意見が反映されるように、どんなシ
ステムをどのように入れるべきか、ボトムアップで考えて実行することが必要だ。し
かもDXはシステムの導入で終わらない。その後の運営も現場主導で行い、改善を積
み重ねていくことで、より良い教育環境を利用者自身が作っていくことが必要となる。
つまり、教育DXの推進は教育現場の民主主義が前提となる。

国連は、加盟国に社会全体のDXアプローチを求めている。それによってデジタル
格差を解消し、人権を保護し、誰一人取り残さない持続可能な世界を作ることが最終
的な目標である。2024年秋に開催された国連未来サミットで「グローバルデジタル
協定」が締結された。そこには、「インターネットが包摂的で公平なデジタルトラン
スフォーメーションのための重要なグローバルな基盤であることを認識する。すべて
の人々がその恩恵を十分に受けるためには、インターネットはオープンでグローバル、
相互運用可能、安定かつ安全でなければならない」と明記されている。日本でも教育
DXはこのような国連が定める原則にしたがって、進められなければならないだろう。
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第2章　公教育は認識的不正義に対して何ができるか

村上　祐子

1．認識的不正義とは何か

ミランダ・フリッカーは「知識主体としての人への不当な扱い」を「認識的不正義」と
いう概念で整理した。彼女の分類では認識的不正義には大きくふたつの下位概念がある。
認識的不正義の一つ目の分類は解釈的不正義（Heumeneutical injustice）とよばれ、社会
的要因によってその人が欲している情報に接することができないような状況に置くことで
ある。発信側が受信側に「ふさわしい」と考える情報しか与えない愚民政策が典型である。
戦前日本の男女別学システムにおいて女学校のカリキュラムから高度な自然科学・政治経
済・哲学が排除されていたが、これは女性が国家運営に口出しできないようにすることを
意図したものだった。現在の日本でも女性の大学進学率が男性を下回る地域が大方である
とともに、理系への進学を希望する女子中高生への教員や保護者の干渉がみられるのは、
その残滓であると考えられる。公教育において教員は差別を改善する一般的義務があり、
戦後80年経過してこの状況が残っているのは問題である。

もう一つの認識的不正義の下位分類が証言的不正義（testemonial injustice）である。
社会的要因によって、発言の信憑性を恣意的に上げたり下げたりすることである。アポロ
ンは王女カサンドラをわがものとするために彼女に予言能力を与えたが、求愛を断られた。
アポロンは逆恨みし、カサンドラの予言能力を奪うのではなく、それをだれも信じないよ
うに呪った。彼女はトロイに木馬を招き入れれば国が亡びると正しく予言したが、周囲に
は狂っていると無視され、木馬から現れた兵士によってトロイは滅びた。発言の信憑性を
呪いによって不正に下げられたカサンドラは正しい発言をしているにもかかわらず取り
合ってもらえない。カサンドラの予言能力のような超常現象でなくても、「本来その人た
ちが持っていないはずの知識や見解」と解釈的不正義によりみなされる発信内容について、
社会的な権力を行使して、その信憑性を恣意的に下げたり剥奪したりすることが頻繁に起
こっている。従来のマスメディアが発信する内容が自分の意見と異なると考えてきた人々
がオンラインでの発言力をもったときに、それが陰謀論であるとマスメディアがみなす一
方で、マスメディアの発信内容のほうが陰謀論であると主張するのはその一例である。解
釈的不正義によりDNAや遺伝子にかかる科学的成果を信じないよう教育された人々が、
ワクチンの効果や持続可能な社会のための取り組みに疑念を抱くのは彼らの信念体系の在
り方からして無理もないことであるし、彼らが権力を持てば聖書に反する現代科学技術に
もとづく知識の信憑性は剥奪されるべきものであって予算配分を停止するのも彼らから見
れば自然かつ正当なことである。

もちろん、認識的不正義の状況自体は決して新しいものではない。マイノリティへの差
別研究の文脈で、知識へのアクセスや意見形成への阻害に着目してこの概念が形成されて
いったものだが、その射程はマイノリティだけにとどまらない。
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検閲はナチスドイツや第二次世界大戦終結までの日本のような全体主義国家で行われて
いたし、現在でも共産主義国家をはじめとしてインターネット上の情報交換に関して監視
が行われているのは周知の事実である。第二次世界大戦後の共産主義国家の民主化以前は、
国家が報道や言論の自由を握っていた。手紙や通信は検閲され、生活の中でも普通に盗聴
されていた。さらに普通の人はコピー機を使うことが禁じられていた。そこで民主化を支
援するグループは東欧にコピー機を密輸出した。民主化運動に取り組もうとする人々は、
コピー機で作成した地下新聞で連絡を取り合っていたのだ。だから通信手段が政府や権力
に介入されないことは民主主義国家にとってとても大切なことだと考えられている。日本
でも「通信事業法」には通信の自由がうたわれていて、検閲したり、手紙などの内容によっ
てサービスを提供したりしなかったり一律にあつかわないことを禁止している。インター
ネットが普及すると、政府にとって都合が悪い情報もすぐにそれほどお金をかけなくても
発信できる。それでも、民主主義国家では、かつての共産主義国家や全体主義国家のよう
な秘密警察のような扱いが復活することを嫌い、通信の自由をそのままインターネットで
もひきつぐこととした。

2 ．情報技術が認識的不正義を深化させる要因

アルゴリズム的偏見とは、AIのような統計を用いるシステムがどういった手続きを用
いて出力を得たのか、外部からよくわからない状態で、出力を社会事象に応用すると、差
別や偏見を導く現象である。特に機械学習を利用する場合には、パラメーターの最適化を
自動で行うためにどのようにしてその出力が得られたのかよくわからないことが多くな
る。通常の統計処理の場合には、統計的なばらつきを勘案すれば済むことである。けれど
も、複雑な機械学習のプロセスを進めた場合には出力の根拠はブラックボックスとなる。

アルゴリズム的偏見というテクニカル・タームはweb情報のフィルタリングをユーザ
ごとに最適化する際の課題としてBozdag（2013）が提唱したものであった。実際にも、
2018年ころから機械学習アルゴリズムを含むシステムが普及するにつれて社会的課題が
発生し始めた。

データサイエンスの社会実装に伴う課題を前節と照らし合わせると、これらの事象も認
識的不正義の一類型であることがあぶりだされる。

マサチューセッツ工科大学（MIT）は2016年にMoral Machineというオンライン実験
を立ち上げた。将来一般の道路で自動運転車を走らせるとすれば、機械が人間の生命や身
体に関わる自律的な選択をしなければならない状況になるだろうと考え、オンライン・ア
ンケートを実施した。この実験では、二つの選択肢があるシナリオが次々に提示される。
どちらを選んでも誰かが死ぬ。それぞれの選択肢では死者の数や属性が提示される。たと
えば、「信号を無視している肥満男性3人と金持ちの女性1人」「信号を順守している犯罪
者1人と子供3人と犬」「車内の貧乏な女性2人と猫」など、人間と動物について年齢・性別・
経済状況・順法状況などの属性がある2つの選択肢である。被験者は提示された2つのう
ちからましな選択肢を選ぶ。

しかし、このような人間のデータに基づいて機械が人間の生命や身体に関わる選択をす
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るということには社会的に問題がある。さらにいえば、被験者に現実とは関係ない架空の
選択だと思わせていることにも実験設計上の問題がある。この実験の結果で将来の自動運
転車の判断が特定のタイプの人や動物を重視または軽視するようになるとすれば、被験者
の選択は実際には将来の誰かの生死を左右することになる。たとえばとくにまだ職業が決
まっていない子供が事故にあった場合は将来の生涯賃金に基づいて損害賠償が決定され
る。現在でも女性の平均賃金は男性に比べて低いので、このシナリオのように死亡する対
象として男の子と女の子を選べるのであれば、女の子に危害を加えた方が損害賠償は少な
く算定されるため、経済的利得を重視するのであれば責任者は女子を選ぶことになるだろ
う。これはステロタイピングという差別の一例であり、平均値でその属性の人々を代表さ
せるのはまちがっている。そして現実には、人間の運転者はこのように被害者を属性によっ
て選択することはできない。だがしかしこの実験の成果を反映する自動運転車が走り回る
社会になったら、選択的に男の子しか助からない世界になってしまう。これは継続可能な
社会とは言えない。だから、このように実験での選択が現実に反映されると気づいてしま
うと、与えられたシナリオから選択肢を選ぶのが苦痛になる。一方で、実験での選択が現
実には全く関係ない仮想的なものであるとすれば、この実験そのものの意義がなくなって
しまう。

同じことがこの実験で属性のなかに肥満・アスリート体形のような外見が含まれている
ことにもいえる。個人の属性のうち、外見を重視する考え方を「ルッキズム」という。ルッ
キズムで個人の能力を判断するのは、その人が外見に関係ある職業であったとしても社会
にとっては問題だと考えられるようになった。たとえば女性のモデルは体重が少ない方が
望ましいという考え方に基づき、ほっそりしたファッションモデルが採用されてきたが、
それにあこがれる一般の女性が過剰な減量で健康を損ない、さらに本人だけではなくその
子供の世代についても健康状態に害を及ぼすことが判明したことから、つまり「ほっそり
している方が望ましい」という価値観そのものが社会に害を及ぼすと考えられるように
なっている。フランスでは2017年に「痩せすぎではない」という医師の診断書を提出し
ないとモデルとして活動できないという法律ができた。

MITのモラル・マシーン実験は現在の社会に内在するステロタイピングとルッキズム
という差別を自律的機械による自動判断に組み込んで固定化してしまう可能性を示唆し
た。実験時の多数派・主流派の意見が今後の将来にわたって社会の中で変動しない保証は
ない。以前は社会的に当然だと思われた価値観が変動していくことは身の回りにいくらで
もあることだ。しかし、機械の判断にある時点での価値観を反映させてしまえば、実験時
の社会の差別は固定され、その判断システムを使う社会インフラ全体に影響を及ぼす。ア
ルゴリズム的偏見はこのような情報機器を用いた分析で現実に存在する社会的格差・差別
を固定化・拡大する。

この実験に表れているような個人属性による判断をAIに行わせることはヨーロッパで
は禁止されている。当初2021年には運転者なしでの完全自動運転（レベル4）に向けて、
ドイツでは法改正がおこなわれ、自然人（生身の人間）の技術監督者を置かなければなら
ないこと、またさまざまな法律をまもるとしても、人命保護を最優先し、人命に対して避
けられない危険が生じた場合には、個人的な特徴に基づいてさらなる重み付けをしないこ
とが法律で定められた。この考え方はヨーロッパ全体にも波及し、ヨーロッパ連合（EU）
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では自動運転車や教育・人事のような人間の人生や生死に重大な影響を及ぼすような自律
的人工知能システムが個人の属性に基づいて判断を行うことを規制している。日本では自
動販売機や無人コンビニが画像データを収集し、個人の属性を特定することでサービスを
行っているが、このようなシステムが世界中で法律に適合するとは限らないことがわかる。

情報技術に限らず、ひとたび社会基盤となったシステムは、そのまま長年にわたって、
世界をかたちづくりつづける。1000年以上前に人々が通った道が現在でも街の姿を決め
ていることは珍しくない。社会基盤の更新は大きな社会的コストを要求するため、そこに
差別的な要因が含まれないように当初設計から慎重に当たらなければいけない。

また、研究開発の側面においても、ネイチャー・シュプリンガー社は投稿採択において
被験者以外への差別等社会的インパクトへの考察を要請する以下の声明（2022）を発して
いる。「シュプリンガー・ネイチャーの編集者は被験者を要する研究に限らず、ヒト集団
に関連する全ての研究において、研究により危害が及ぶ潜在的な可能性を検討するよう、
論文著者に要請します。…研究に直接参加していないヒト集団に影響が及び得る結論を示
した学術研究の利益と危害に関して、言及していないのが一般的です。この学術研究の例
としては、人々が汚名を着せられ、差別されるだけでなく、人種や性別、同性愛者である
ことなどを理由に差別を被るような状況を招き得る研究が挙げられます。特定の集団の社
会的特性だけを理由として、その集団の人権を損なう行為を正当化するために、これらの
研究が利用されるかもしれないのです。」

実際、医療・ヘルスケア・生命科学における各種実験や心理学においてヒトにかかわる
侵襲的実験は関連法および倫理綱領の順守を強く要請され、実験遂行機関での倫理審査会
での承認が必要である。もちろん大方の実験に関しては倫理審査が適切に行われているは
ずだ。しかし時間がかかる倫理審査の抜け道として、扱っているのは「単なるデータ」で
あり直接の被験者とは無関係であると主張する研究グループが後を絶たないのが現状で
あって、ネイチャー・シュプリンガーの提言は研究開発の在り方を変える可能性がある。
初中等教育においても、探求活動を通してキャリアの初期から研究開発における倫理的配
慮の観点は徹底すべき点である。

このように、データ・サイエンスの社会実装の普及に伴い、急速にアルゴリズム的偏見
をはじめとするデータ差別は広範な社会的対策を要するものとなっている。

また、データの母集団の偏りが統計分析の結果に大きな影響を与えることはよく知られ
ており、それを補うための技法が開発されている。たとえば上級学校の入学試験を設計す
る際に、入学後の成績がよくなる受験者を合格させたいとする。この問題作成のために過
去の受験者を分析しようとしても、入学後の成績が存在しているのは合格者のみであって、
不合格者が仮に入学できたとしてその後どのような成績をおさめるのかのデータは欠落す
る。このようなデータ欠損を補う統計的手法は従来から開発されてきた。

しかし、このような欠損データの補填だけではすまず、そのデータの由来となる人々が
自己表出する権利を毀損するケースがある。たとえば、世界に存在する言語数は約7,000
ともいわれる。ほとんどの言語はそれほどオンラインコンテンツでの使用言語にはなって
いない。すなわち、希少言語による情報でしか記述されないような世界のありようがオン
ラインに現れる事は極めて稀である。このような言語のネイティブ話者の言語使用を記
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録・保存することは極めて貴重であって、その支援としてAIがもちいられることは当然
ある。しかし貴重言語の使用データを基にした大規模言語モデルは現実問題として作れな
いし、自動翻訳システムの精度をあげることも困難である。したがって、大規模言語モデ
ルを基盤とする生成AIが各国語に対応するようになったとしても、現存するすべての言
語に対して英語と同じレベルのサービスが展開されるようになることは原理的にない。文
化保存だけではなく、そのような言語を中心として生きる人々を視野に入れないサービス
しかつくれないのだ。このように、特定の人々の言語活動や暮らしの有様が情報空間に現
れていないからといって、その存在そのものがないことにされてしまうのは、認識的不正
義の一例である。

どんなデータを収集するかではなく、どのようにデータを収集するかという点にも倫理
的・法的課題が発生する。契約は法に優先するため、個人情報にかかるデータ利用につい
て、利用契約の場面で同意をとれば契約の範囲で何をしてもよいという考え方がある。だ
がこの考え方を素直に受け入れてよいものだろうか？たとえば個人情報の提供に関する同
意をしなければアプリなど使えないことが多いが契約書を全部読んで理解している人はど
れだけいるだろうか？同意にむけて文章をすべて読むとすれば所要時間は膨大であり、通
常業務は維持できないほどだ。だが内容を理解せずに同意した場合、本来契約は有効とは
されない。したがって、アプリ導入時のように形式的に同意ボタンを押したとしても同意
とはみなされない可能性がある。

さらに教育分野、とくに義務教育におけるデータ収集では、事実上同意を強制されるこ
とに留意しよう。授業で情報システムの利用を必須化するのであれば、その利用契約に同
意しなければ教育が受けられなくなってしまうからだ。実際スウェーデンで教育データの
収集に関して無効とされたケースがある。

しかも、未成年者の場合には法的能力がないとされ、同意するのは実際には保護者をは
じめとする代理人となる。本来保護者は未成年者の利益を最大にするようにふるまう義務
がある。だが実際には保護者の利益が優先されることがあり、その場合には未成年者本人
が同意できない内容となりうる。たとえば、本人と保護者が望む進路が異なる場合、進路
に最適な教育を受ける権利は本人にあるが、教育情報システムの利用時の同意では保護者
の望む選択を行うことがありうる。これは、代理人による本人の意思の歪曲（これも認識
的不正義である）であって、本人の同意とみなされない可能性がある。

これらの状況のように同意の有効性が疑わしいとすれば、法の範囲でのデータ収集・利
用に限られることとなる。教育AIのような未成年者を含む情報サービスにはその問題か
ら切り離せない。

3 ．公教育による認識的不正義への介入の必要性

情報技術にかかる知識やスキルの習得は、ほかのさまざまな知識やスキルと同じように、
各個人ごとにできる範囲に差があって当然だ。今後どれだけ教育制度の中で文章読解力や
情報科学技術に重点が置かれたとしても、全員がすべてのスキルや知識を身に着けられる
わけではない。
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ほかの技術導入の歴史的事例を振り返ってみよう。自動車と新しい技術を用いた工業製
品の社会的な普及に伴い、道路交通法や損害保険などの社会的制度が導入された。その自
動車運転免許では自動車整備の知識はごく基礎的なものしか保証されないが、運転という
利用技術だけではなく法規についても試験に合格しなければならない。しかも20世紀に
はまだ自動車の運転免許更新所の門前には、申請書類を代わりに記入する代書屋が立ち並
んでいた。自分の名前が書けたとしても書式を適切に埋めることができないリテラシーレ
ベルの人たちも車の免許なしでは生活に支障が生じるため、代書サービスのニーズがあっ
たのだ。

情報技術でも似たことが起こるはずだ。生成系人工知能も含めて、情報技術使用の適切
性に法的な担保をするのであれば、特定の訓練を受けた有資格者のみに制限される可能性
がある。だがその種の制度を導入するとすれば、有資格者だけではなく、免許を取らなかっ
た人、取れなかった人、それから免許を剥奪された人・失効した人でも、技術の成果を享
受できるようにしなければいけない。さらに、過失もないのに損害を被った場合にはきち
んと補償されるような二の矢・三の矢まで準備された社会やビジネスをつくっていかなけ
れば、格差は拡大するばかりだろう。

公教育では、このような未来図の中で生きていくことになるだろうこどもたちを育てて
いる。技術についてはその存在を知るだけとなる場合も多かろう。しかしそこで用いられ
る法律や規則を理解した専門家やサービス提供者が倫理的にふるまわっている事実を体感
することが、専門家以外の進路を選んでいくひとびとにとって専門家への信頼をよせる足
がかりになる。教員はその手掛かりを与えていかなければいけない。

そこで身に着けさせることが必要となるのが、「わからない」状況に耐える力（ネガティ
ブ・ケイパビリティ）である。わたしたちはわからない状況に置かれると、つい不安になっ
てしまう。それは当然だ。だが、そこで安易にわかりやすい説明に飛びつくのではなく、
わからないままにして判断を保留するのが賢明である場面があることを明示的に知らせて
おく必要がある。わからないことはけっして恥ではないのだ。この考え方は19世紀イギ
リスの詩人ジョン・キーツがシェイクスピアの創作に関する分析過程で、優れた芸術家や
文学者の能力として提案したものである。よくわからない不安定な状況の中で逡巡してい
るからこそ発揮できる力がある。シェイクスピアの作品はそのような不安定さを描く。

科学はあたかも唯一の正解を与えるもののように思われているが、実際にはすぐに一つ
に決まった正解を与えるものではない。人工知能を用いたとしても、その回答が正しいか
どうかは不明である。科学的であろうがなかろうが、なにかの「回答」が目の前に出され
た時、現実のわからない状況をそのまま受け入れ、わからない状態がもたらす不安に耐え
ながら生き抜いていなければ本当にその場に適切なものであるか吟味できないのだ。

また自分がわからないことでも、その不安に耐えるネガティブ・ケイパビリティなくし
ては、それをわかってなんとかしてくれるかもしれない仲間がいるという信頼感は生まれ
ない。逆に、自分がわかること・できることがわからない・できない仲間がいたとしたら、
その人に向かって、理解しろ・できるようになれ、そうでなければ仲間とはみなせない、
意見を聞く必要はない…と主張して排除して、自分がわかっていることを押し通してしま
うのでは信頼は得られない。そのような「受け入れない態度」は認識的不正義にあたる。
そのかわりに、わからない・できない人こそそのニーズや意見を聞き取り、助けていかな
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ければいけないということも伝えていかなければいけない。人間はそれぞれどこかには弱
みがある。弱みを補い合い、お互いに信頼しながら助け合って暮らす包摂的社会は作れな
い。公教育が社会における相互信頼醸成に資するものであるとすれば、この部分は今後強
調してもよい点であろう。

4 ．今後に向けて

本論では認識的不正義というキーワードから、既存の差別構造が情報空間に移植・固定
されていく状態を概観した。このような差別構造の固定を回避するには、情報技術にかか
るものに限らず、公教育のすべての側面において、道徳性の涵養を推進することが必要で
ある。そのためには、その実現には技術的インフラの整備も欠かせないが、教員のデジタ
ル・リテラシーの向上を図ることはもとより、民主主義とその根幹となる人権、そして包
摂的社会についての深い理解を促すような教員養成カリキュラムと現職教員の学び直しが
必要となる。

とくに、認識的不正義への対策として、どういう状態が認識的不正義に当たるのか、そ
の状態に直面した時にどのように改善にとりくんだらよいのか、事例をもとに教員が互い
に議論することが必要である。もちろん改善に向かう答えは一つではない。だれもが何か
しらの場面で「弱みを持つ者」であることを認識し、お互いに支えあうためには何をした
らよいのか、教員自身が考え、意見を述べ合う環境がすべての前提となる。もしも、教員
が自分自身で考えることを制約されたり、自分の意見を言えなかったり、言えたとしても
まともに受けあったりしてもらえない状況があるとすれば、それこそが認識的不正義の状
況である。その状況自体を打破しなければいけない。

情報空間における問題のほとんどは情報技術にはその根幹はない。オフラインの現実空
間における社会的課題が情報技術によって加速し、広範囲に広がって可視化され、情報シ
ステムの社会基盤化に伴って固定してしまうのが問題なのである。したがって、情報倫理
にかかる問題のほとんどは人間社会に長年巣食ってきたものであり、その解決にはむしろ
従来の道徳性にまつわる議論が必要なのである。
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生成AIは家族・恋人？

2025年8月7日、GPT-5が華々しく登場した。しかし、世界中のタイムラインは歓
喜よりも沈痛に染まった。その理由は新しいAIの高性能ではなく、旧友のような存
在——前のバージョンGPT-4oとの突然の別れだった。世界中でX（旧Twitter）に
は「また会えるよね？」「私の相棒を返して」という嘆きが溢れたのである。あるユー
ザーは「4oは唯一、私の声を最後まで聞いてくれた存在だった」と綴り、別のユーザー
は「もう宿題も創作もする気が起きない」と呟いた。

多くの人にとってGPT-4oは、単なる作業補助ツールではなかった。夜中に愚痴を
こぼせば共感を示し、創作の壁にぶつかれば励ましをくれる——家族や恋人のように
寄り添い続ける存在だった。その温かみは、計算精度や応答速度のような指標では測
れない。AI開発企業はより速く、より正確な応答を追い求める一方で、ユーザーが
望んでいたのは「ほどよい正確さ」と、感情を支えてくれるつながりだったことが、
この騒動で明らかになった。

しかし、親しみやすさの影にはリスクも潜む。プロの心理カウンセラーがクライア
ントの回復を促すために関係の「限度」を設けるのに対し、生成AIは無制限に応答
する。その結果、依存症やメンタル不調の悪化を招く可能性がある。脳波測定の研究
でも、AIに頼ったエッセイ執筆や宿題が脳活動を怠惰化させ、回復不能なレベルに
至る危険性が指摘されている。

嘆きの声は世界中で共鳴し、GPT-4oを取り戻す運動「#keep4o」ハッシュタグが
拡散。わずか24時間後、OpenAIは「レガシーモデル」として4oを復活させた。だが、
この短い別れは多くのユーザーに、自分がどれほどAIに心を預けていたのかを痛感
させた。テクノロジーを利用するのか、それともテクノロジーに従うのか——私たち
はいま、分かれ道に立っている。便利さの中に潜む依存の芽をどう扱うのか。その選
択が、未来の人間とAIの関係を決定づけるだろう。

注：このコラムは、GPT-5の出力に丸山が手を加えました。作業時間は15分でした。
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第3章　�人と道具（テクノロジー）と共同性のコンヴィヴィアルな関係	
―公教育の再想像のために―

吉田　敦彦

　　「�主導原則d）コンヴィヴィアルな関係性や隣人意識、帰属感を育むという視点から、
互恵性とコンパッションの心を培い、それによりケアと連帯の倫理を促進する。」

　　―ユネスコ「平和と人権、持続可能な開発のための教育勧告」（2023年）1より

はじめに

人間がテクノロジーを用いて世界と関わるその仕方が、どのように人の自律性や共同性
のあり方に影響するか。「テクノロジーと教育」を主題化するとき、人と道具（テクノロ
ジー・制度を含む）と共同性（人と人、ヒトと地球）の三者の関係を問い直す必要がある。
その関係を編み直し、新しい共同性を育む観点から、全体としての公教育の制度はどのよ
うに再編できるか。本章では、その方向性を再想像するための端緒を掴みたい。

たとえば、学齢期に一人一台タブレットをもつことで、子どもの育ち・学びにとって何
が得られ、何が失われるか。個別最適化した学びが可能だとされる一方で、そこで失われ
るものへの想像力を、私たちはどれほど持っているか。協働の学びや共同性が損なわれる
のではないか、だから両者のバランスが、あるいは一体的な運用が必要である、とも言わ
れる。しかしそこでの個別性や協働（共同）性は、そもそもどのような人間観や社会認識
に基づいているのか。産業社会的に制度化された価値を不問にしたまま個と共同性を論じ
る限り、それらは二項対立ではないと再三に強調したところで、せいぜい「どちらも大切」

「バランスが大事」といった言説が空を切ることになる。
そこで、両者を統一的に把捉するキー・コンセプトとして、「自立共生」や「自律共働」

と訳される「〈コンヴィヴィアリティconviviality〉」概念2に着目する。ポスト産業社会の
入り口でイヴァン・イリイチが『コンヴィヴィアリティのための道具』（イリイチ
1973=2015）で提唱したこのコンセプトは、半世紀を経た現代において、「脱成長」的な
オルタナティブな社会を構想する「共生主義（コンヴィヴィアリスト）宣言」や、非西欧
世界の潜勢力を読み解く人類学の系譜にあって、再評価されている。2023年11月のユネ
スコ総会で採択された「平和、人権、持続可能な開発のためのユネスコ教育勧告」では、
その主導原則の一つとして、「ケアと連帯の倫理」とともに「コンヴィヴィアルな関係性」
が組み込まれた。

イリイチが、高度に制度化された産業社会への代案としてコンヴィヴィアルな社会を着
想したのは、ラテンアメリカ、メキシコの地であった。この〈コンヴィヴィアリティ〉の
リアリティを掴むため、まずは、筆者がメキシコの学校で教師として働いていた頃のエピ

1	 正式名称：UNESCO Recommendation on Education for Peace and Human Rights, International 
Understanding, Cooperation, Fundamental Freedoms, Global Citizenship and Sustainable 
Development 日本国際理解教育学会の翻訳チームによる全訳（暫定訳）はhttps://x.gd/VrOSs

2	 この概念の訳語等について、特に山本哲士（1979=2021:322-329,1990）および風巻浩（2025）を参照。
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ソードを紹介することからはじめたい。

1 ．〈コンヴィヴィアリティ〉の原風景　―メキシコの生活世界から

（1）交通と学校のなかのコンヴィヴィアリティ
　バスに乗ったギター弾きのブルース
夕暮れ時のメキシコシティ。下町の狭い道を縫うように走るバスに乗っていた。乗客は

ちょうど座席が埋まるぐらい。
そこへ、ある停留所から、ギターを抱えた目の視えないおじさんが乗り込んできた。運

賃は払わなかったが、運転手は黙って見過ごした。バスが動き出すと、彼は手すりにもた
れて両足を踏んばり、ギターを構えた。

静かに弦を爪弾きはじめ、前奏にたっぷりと時間を与えたあと、おもむろに歌い始める。
歌声が車内に響きわたる。低いけれども太く声量のある声。切なく哀しいブルース。歌詞
を噛みしめるように情感が込められる。おしゃべりが止まり、車内が、しんとする。みん
な思い思いの方を向きながら、でも耳だけはしっかりと傾けている。バスが角を曲がり、
強い西日が窓から射し込む。車内の空間がだいだい色に染まる。濃厚な哀愁が充ち、乗客
の心が内側に沈潜していくのを感じる。

曲が終わり、我に返る。小銭を探る音があちこちから聞こえる。彼は帽子を取って、そ
れを差し出しながら、バスの前方から後方へと、足元を探りながらゆっくりと移動する。
ほとんどの人が帽子の中に小銭を入れる。お母さんから硬貨を手渡された子どもが帽子の
中に手を伸ばす。彼は媚びることなく黙ったまま受け取る。深いしわを刻み込んだ日焼け
した顔の表情は動かない。

そして次の停留所にバスが止まると、静かに下車した。彼が下りても、余韻が自然に薄
まっていくまで、乗客たちはしばらく沈黙を保っていた。

哀しみや痛みの共有。切なさを介したつながり。制度化された福祉システムとは別の次
元の、共感的（シンパティコ）・共苦的（コンパッション）な感性に支えられたボランタリー
な共生のかたち。交通機関も、目的地に早く効率的に到着する機能だけに特化（―― た
とえば高速道路を走る自家用車、ビジネスマンの新幹線）されず、日々のコミュニティの
暮らしのなかに溶け込んでいる。メキシコで生活したイヴァン・イリイチがつかみとった

「コンヴィヴィアリティ」という言葉の、筆者にとっての原風景の一つだ3。
1980年代半ば、筆者はメキシコシティにある日本メキシコ学院（日墨学院）という、

メキシコ人と日本人の子どもたちが共に学ぶ学校のメキシコ人コースで教えていた。日本
語・日本文化の授業を担当しながら、日本人生徒と合同で行う運動会などの交流行事を運
営した。

いつも授業中、中学生も高校生も実にノリがいい。将来のために役立つから、今は我慢
して勉強するという発想がなくて、「今・ここ」を楽しみながら学ぶ。たとえば、日本のフォー

3	 吉田敦彦（2020）に所収の「第1章-1 近代教育を超えて――メキシコの自律共生社会から」に他の
エピソードを含め詳述。
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クソングを次から次へと歌って、その歌詞について熱くディスカッションする。
決められている時間割があっても、その日その日の子どものペースやリズムに応じて、

伸縮自在に時が流れていく。悪く言えば、場当たり的で時間にルーズなのだが、しかしそ
の時その場の盛り上がりに応じて、授業の中に＜生きられる時間＞が生成する。運動会の

「練習」をしても、本番と練習の区別がない。「いつでも本番」のノリになる。大人になっ
て社会に出る未来に本番があって、子ども期はその準備、練習の時期という、近代の「教
育」にありがちな時間意識が、ここでは根底からゆらいでしまう4。

（2）コンヴィヴィアルな社会と学びの可能性
何が豊かさか。まず第一に何を大切にすべきか。それを大切にすれば、ある種の、ある

レベルの生活の便利さや快適さを失うことになるかもしれない。としても、そのとき、何
を守り、何を捨てるか。その判断が利かなくなると、余分なものがふくれあがる悪循環に
巻き込まれていく。

近代の学校、医療、そして交通に焦点づけながら、イリイチは、制度化された産業社会
に対するオルタナティブとして、コンヴィヴィアルな自立（自律）共生社会の可能性を問
うた。そして、たとえば交通の領域では、高速道路を自動車で走るよりも、自分の街を自
分の足で漕いで走る自転車を賞揚した。

彼の言うところを短絡的に理解して、自動車のようなテクノロジーを全面否定して自転
車のような道具（ツール）だけの社会に戻ろうとすれば、私たちは展望を見失う。次節で
イリイチの議論に立ち入ってみるが、「脱学校の社会」論として知られる彼の論も、単純
に学校のない社会に戻ろうとするものではない（イリイチ 1970=1977）。

自動車に慣れてしまうと、足が弱って自分の足で歩けなくなるように、学校で教えられ
ることに慣らされてしまうと、自分の関心で学び取る力が弱まってしまう。その一方で、交
通機関の発達が、生活圏を拡大し、人々の交流やコミュニケーションの多様性を生み出し
たのと同様、教育制度・学校システムの発達が、家庭や地域での生活範囲の中からだけで
は学べない多様なことを学べる機会を拡大したことも事実だ。そういった道具・システム
の有効性、必要性を過大評価も過小評価せずに、自動車とどう付き合うか、学校とどう付
き合うか。あるいは学校を相対化しながら全体としての教育の公共領域をどう再編するか。

メキシコでのエピソードを通して見たように、バスの乗り方、運行の仕方にも、自立共
生のコンヴィヴィアルなセンスや価値観が根付いていれば、思いがけないような多様な形
がありえる。同様のことが、学校という道具との付き合い方にも言えるだろうか。

2 ．イリイチのコンヴィヴィアリティ論と学びのネットワーク

（1）イリイチの「コンヴィヴィアリティのための道具」論
　鍵概念としての〈コンヴィヴィアリティ〉の提唱

「人々と道具（ツール／テクノロジー）と新しい共同性との間の三者関係をはっきりさ

4	 メキシコの学校でのコンヴィヴィアルな時間意識について、「現在中心の生き方・学び方」と「未来
中心の生き方・学び方」という対照軸、および死生観との関連について考察したことがある（吉田
2006、吉田 2009の第1，2章）。
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せること」（イリイチ 1973=2015:17）。これを主題にしたのが、イリイチの主著の一つ『コ
ンヴィヴィアリティのための道具』（1973=2015―以下TCと略記）である。

まずイリイチ自身の〈コンヴィヴィアリティ〉の定義を確認しておく。「コンヴィヴィ
アリティとは、各人のあいだの自立的で創造的な交わりと、各人の環境との同様の交わり」
を意味し、「人間的な相互依存のうちに実現された個的自由であり、またそのようなもの
として固有の倫理的価値をなすものである」（TC：39-40）。産業社会のテクノロジーや大
きな制度に依存するようになればなるほど、必要とするものを自前で作り出す力が弱まっ
ていく。既存の商品を購入して生きる消費者の地位に降格させられる。イリイチのいう自
立とか個的自由とは、次のような意味である。「人は物を手に入れる必要があるだけでは
ない。彼らはなによりも、暮らしを可能にしている物を作り出す自由、それに自分の好み
にしたがって形を与える自由、他人を世話したりかまったりするのにそれを用いる自由を
必要とする。」（TC：39）

産業社会のテクノロジーとコンヴィヴィアルな道具。テクノロジーは、いかにして、再
び「ちょうどよい道具」になりえるのか。テクノロジーが、ある「分水嶺」を超えて過剰
になると、人と道具との関係性は逆転してしまう。人が自分のために自分の手で使用する

（人の自由度を高める）道具であったものが、人が道具によって使われ、道具に人が隷属
してしまって自由を奪われる。そうして、人と人の、人と自然（あるいは身体性）との共
同性（つながりのあり方）が、変質させられてしまう。

　人と道具のバランス回復のために対峙すべき6つの傾向

コンヴィヴィアルな関係性が弱められる要因として、イリイチは、人間同士の関係性そ
れ自体よりもむしろ、それを媒介するメディアとしての道具に照準する。そして、産業主
義社会で過剰な効率性をもとめる道具が「ちょうどよいバランス（均衡）」を回復すべき
6つの領域を設定し、それを分析する。
①「生物学的退化」
有限な環境への人間の不適応、生態学的不均衡。環境と人間のバランス危機の要因につ

いて、人口過剰、豊かさの過剰、科学技術の欠陥の3つの傾向が一般に指摘されるが、技
術革新に頼っても本質的な解決にならない。過剰な豊かさの量を減らすというよりも、そ
の質が問われるべきである。解決策となりうるのは「もし自分らがともに仕事をしたがい
に世話をしあうことができるならば、自分たちは今よりも幸せになるのだという洞察を、
人々がわけもつこと」（TC：117、強調は原著）である。
②「根元的独占」
ある製品・サービスが一元的な排他的支配を及ぼし、非産業的な活動を締め出すこと。

薬の投与や治療や出産は、専門家のいる病院によって（民間伝承の療法や薬草の知恵が駆
逐され）独占されてきた。学校と教育専門職は、学ぶことを、学校で教育を受けることと
定義することで、根元的に独占してきた。学校の外で自ら学んでも、公的な卒業・資格は
認定されない。「根元的独占は消費を（選択の余地なく）強制し、それによって個人の自
律性を制限する。その独占は、巨大な制度だけが供給できる標準的な製品の消費を強制す
る。」（TC：123）
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③「計画化の過剰」
集権的・効率的に管理・操作された計画への盲従、そのプログラムの自己目的化。「教

育は学校によって生産される、パッケージ化された連続的な知識（制度化された価値―引
用者）注入の形をとった、将来の人生に対する計画化された準備でもありうる」（TC：
136）。教育が過剰になると学習が衰退し、両者のバランスが崩れる。「学習が教育に変質
したことは、人間の詩的能力、つまり世界に彼個人の意味を与える能力を麻痺させている。
人間は、自然を奪われ、彼自身ですることを奪われ、彼が学ぶように他人が計画したこと
ではなく、自分の欲することを学びたいという彼の深い欲求を奪われるならば、丁度その
分だけ生気を失っていく。」（TC：138）
④「分極化」
既得特権層への富と権限の集中、貧困層の無力さレベルの上昇、つまり格差・分断の拡
大。抑制を欠く産業化は、富者と貧者の格差を拡大し、新しい種類の貧しさを生む（貧し
さの現代化）。「道具が大きくなるにつれて、操作する能力をもつ者の数は減少する」（TC：
158頁）。狭い土地を自前の道具で耕して自給自足的な暮らしていた農民は、多国籍企業
の大規模プランテーションによって家業から追い出され、労務者として稼ぎはふえるけれ
ど、子どもたちに以前のような日常の食べものを与えることはできない。そして、「より
低い豊かさにもとづいてより幸せになる道を選ぶという別な選択は、社会的視野の盲点に
おしやられてしまう。」（TC：154）
⑤「廃用化」
旧式のものを廃棄しつつ絶えず更新されるものに価値をおく規範、強制的な変化の加速
化。ここで問題視している「廃用化」とは、資本（コスト）を投入して技術開発した新規
製品を、回転速度をあげて商品化するため次々と旧来のものをお払い箱にしていくことで
あり、それは、新しいものは何であれよいものだという信仰（進歩・成長の神話）に支え
られている（TC：167）。過去から伝承されてきた技術や知恵が時代遅れとされる。立ち
止まることは許されない。進歩・成長することが自己目的化し、無制限な変化が加速化す
る。
⑥「欲求不満」
産業社会の道具が次々と生み出す、どこまでも満たされることのない、無限に肥大化す
る欲求。現代のテクノロジー・制度は、基本的ニーズを満たすだけでなく、必要以上の欲
求を人工的に生み出す。それは「もっと便利に」「もっと速く」「もっと多く」を追い求め、
際限なくエスカレートしていくので、満足することがない。自立共生（コンヴィヴィアリ
ティ）のために必要なのは、「節度ある楽しみ」（TC：19）、足るを知ること、ちょうどよ
い範囲を認識して節制すること、中毒性をおびた成長への偏執から脱却することである。

ここでイリイチは、産業主義社会を全面否定して、変化のない社会、静止状態の経済へ
の移行を主張しているわけではない。「すべての産業的生産が廃されなければならないわ
けではない」し、「非効率な道具への退行という意味を含んでいない」（TC：164）。それ
は何がしか混合的な生産様式への移行になるであろうし、それを未来社会の青写真に向け
て計画化できない。むしろ「自立共生的（コンヴィヴィアル）な道具の回復は、それを用
いる人間たちと同様、予測できないものであり、創造的で生き生きとしたものなのだ」

（TC：169）と力説する。
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〈コンヴィヴィアリティ〉論のルネサンス
以上、イリイチによる、際限なく自己増殖する産業社会のテクノロジーに関する分析と、

バランスを回復するコンヴィヴィアルな道具の要件をみてきた。イリイチは、種々の具体
例を交えてそれを論じているが、本稿の主題にかかわっては、学校で一律配付される教科
書と対照させて、図書館、電話、書物・録音・画像データの共有（データベース化）など、
本稿の主題との関連で興味深い事例を（現代のインターネット社会の出現以前のステージ
で早くも）提示している。それについては後述したい。

イリイチのコンヴィヴィアルな社会構想は、冷戦期真っ只中の、まだ資本主義に対抗す
る社会主義・共産主義という選択肢が生きていた時代において、そのどちらでもない第3
の選択肢の提唱だった。当時は、工業化・産業化や官僚制化した国家による教育・福祉の
制度化が成長や進歩の方向であることについては、対立する資本主義も共産主義も一致し
ていた。その時代に、産業社会化・制度化（学校化）そのものを問いに付し、脱産業社会
化・脱成長のオルタナティブを提示した。そのため、イリイチの論には非現実的な復古主
義とのレッテルを貼られることにもなった。

ところが、冷戦が終焉して独り勝ちにみえたグローバル資本主義もまた、その行き詰ま
りが露呈してきた2010年前後から、共産主義でも資本主義でもない新たな社会構想の原
理が探し求められることになる。近年になって、自由や平等や民主主義（といった西欧起
源の原理）とは出自の異なるイリイチの非西欧近代起源のコンヴィヴィアリティ論が、読
み直されている。

その現代的な継承・展開の事例として、グローバリズムに抗する社会運動が提案した「共
生主義（コンヴィヴィアリスム）宣言」（西川・アンベール編 2017）やグレーバー（2020）やニャ
ムンジョ（2016）といった人類学の系譜（松村 2021）があるが、ここでは立ち入らない。

（2）イリイチの「学ぶ機会のウエッブ（学びのネットワーク）」
『脱学校化社会Deschooling Society』（イリイチ1971=1977、以下DSと略す）の時点で

イリイチは、学びと教育にとって、次のことが大事だと考えていた。誰でも学習をしよう
と思えば、それが若いときであろうと年老いたときであろうと、人生のいついかなる時に
おいても、そのために必要な手段や教材を利用できるようにすること。自分の知っている
ことを他の人と分かち合いたいと思うどんな人に対しても、その知識を彼から学びたいと
思う他の人々をみつけだし、分かち合う機会を提供できるようにすること（DS：140）。
そして、その機会のためのコンヴィヴィアルな道具に、近代的科学技術が用いられるよう
にすることは可能であるし、重要であると考えていた（DS：141）。

また、産業社会の操作的な教育制度は「人々が何を学ばねばならぬかという問いを発し
て、それから人々を教える手段に投資する」が、他方、コンヴィヴィアリティのためには

「学びたいと欲するならば何が人々に必要なのかという問いを発し、それから人々のため
にそういう道具を提供する」と述べる（TC：148）。そのような道具として、イリイチは「学
ぶ機会のウエッブopportunity web（学習ネットワーク）」（DS：142）5を提案した。

5	 WebとNetworkについて、イリイチは、広義に使われるネットワークよりウエッブを狭義に使うこ
とを好むが、馴染みが薄いのでネットワークも互換的に用いる、としている（DS：142-143）。
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4つの「学ぶ機会のウエッブ（学習ネット）」
それは、まだインターネットやWWWが登場する以前の（イリイチはそれを予測はし

ていたが）、半世紀前のことである。いわば早すぎた提案だったが、情報テクノロジーが
急速に進展した現時点で、リアリティをもつに至る。他方、現代の教育DXは、教育の論
理を不問にしたまま、自己目的化するテクノロジーの論理で加速化しているとも言える。
それだけに、上段のイリイチの教育目的論は重要である。その観点から彼がどのような「学
びのネットワーク／学ぶ機会のWeb」を提案したのか、現在地をも念頭に入れて見てお
こう。
①学習資源へのアクセス・ネット（Reference Services to Things）:
学習に必要な様々な資源へのアクセスを容易にするシステム。学習者が、自分の興味や

関心に基づいて、自由に学習資源を利用できるようにする。具体的には、図書館、博物館、
資料室、実験室、工房、オンラインデータベースなど。学習者は、専門家やアドバイザーの
助けを借りながら、自分のペースで学習を進めることができる。資源の利用は、学校のよう
に時間や場所に制限されず、いつでもどこでも柔軟に行うことができる。（DS：147-159）
②スキルの学び合いネット（Skill Exchanges）:
人々が互いに自分のスキルや知識を教え合い、学び合う場を提供するシステム。専門家

とアマチュアの垣根をなくし、誰もが教え、学び、互いに貢献できる社会の実現をめざ     
す。学習者は、自分の得意なことや興味のあることを教えることで、他の人々に貢献し、
同時に自分のスキルを向上させることができる。スキルの学び合いは、学校のような形式
にとらわれず、様々な形で実施される。例：地域のボランティア活動、ワークショップ、
オンラインのスキル共有プラットフォーム（ex.YouTubeでの発信）など。（DS：160-168）
③学ぶ仲間とのマッチング・ネット（Peer-Matching）:
学習者が、自分の学習ニーズや興味関心に合った仲間を見つけるためのシステム。同じ

興味を持つ人々が繋がり、学び合い、刺激し合うことで、学習意欲を高め、学習効果を向
上させる。学習者は、自分の学習目標や関心事を登録し、同様の興味を持つ他の学習者と
出会うことができる。マッチングは、オンライン・プラットフォームや、地域コミュニティ
の活動（学習サークルなど）を通じて行われる。（DS：168-176）
④教育者へのアクセス・ネット（Reference Services to Persons）:
学習者が特定の知識やスキルを習得したい場合に、その分野の経験豊富な専門家や指導

者（「広い意味での教育者」）を見つけ、アクセスできるようにするシステム。様々な指導
スタイルを持つ専門家の中から、自分に合った指導者を選ぶことができる。例：専門家デー
タベース、メンター制度、アドバイザリーサービス。オンラインでの指導や質疑応答、グ
ループ学習などを可能にするプラットフォーム。（DS：177-186）

3 ．公教育の未来へのコンヴィヴィアリティ論からの問いかけ

コンヴィヴィアルな公教育の再想像への示唆
では最後に、こういった「学ぶ機会のウエッブ」論を含む、本稿で見てきたコンヴィヴィ

アルな社会と教育についての議論が、現代の日本の公教育の再編に向けてどのような示唆
を与えるものであるか。4つほどの観点から考察しておきたい。



36

（1）「教育DX×個別最適な学び」における共同性への問い
まず、現代の公教育学校の枠内で進められる教育「変革」との関連において。ICTや教

育DXとセットで政策化される「個別最適化された学び」を、「協働的な学び」や「主体的・
対話的で深い学び」と切り結んで捉え直すという課題への応答である。人と道具（テクノ
ロジー）と共同性の三者関係を捉え直してきた〈コンヴィヴィアリティ〉論の観点から、
ICTという道具が、自律性と共同性をどのように促進もしく阻害するかが問われる。石井
も述べるように、「DX×個別最適な学び」が、産業社会の効率性のロジックを多分に反
映した「個別最適化された学び」であるか、本来の意味での個性化・自律性を導く「個別
最適な学び」であるのか。その違いを見極めつつ、「協働的な学び」との二分法にならな
い統一的な実現が重要である（石井 2024）。
〈コンヴィヴィアリティ（自律共働）〉における自律性とは、学びたいことを自らの手で

歓びをもって学び取る力を、過剰な道具（テクノロジー・制度）への追従によって縮減さ
れてしまわないことであった。また、協働性（共同性）は、自律性を補完して付け加わる
並列原理ではなく――たとえば教科知識の習得は個別最適化するICTを活用し、協働性は
特別活動（クラブ活動、掃除、学級会等）を活用するといった形ではなく、はじめから自
律と共生は分かち難く同時進行する原理であった。学ぶ側と教える側が固定されるのでは
なく、学びつつ教え、教えつつ学ぶ「学び合いのツール」として、コンヴィヴィアルな学
びのウエッブは構想されていた。そのプロセスでケアと連帯の倫理を含む協働性・共同性
が、つまり歓びをもって支え合い共に生きるコンヴィヴィアリティが育まれる。それが、
集団主義的な同質化する圧力とは無縁であることは言うまでもない。

（2）脱制度化的教育を応答的に包摂する可能性
次に、多様な学びの機会を公教育に包摂する課題との関連において。イリイチの脱学校

論は、学校否定論ではなく、強固に制度化された学校による「根元的独占」（一元的な排
他的支配）や「計画化の過剰」（標準カリキュラム履修の自己目的化）からの脱却を目ざ
したものであった。義務教育段階の普通教育を、学校教育法第一条で定義された学校に9
年間通学する（履修する）ことだと定義し、それ以外の機会での学びは普通教育と認めな
い一条校主義。これについて、たとえば日本学術会議が発出した提言も、そこからの脱却
を求めている。「日本の学校教育システムを、教育を受ける権利の保障という理念にかな
うものにより近づけていくためには、排除のメカニズムを駆動させてきた国民学校令に端
を発する『一条校主義』（一条校を至上の存在と見なす立場）を批判的に組み替え、シス
テム全体の包摂性を高めていくことが必須である」（日本学術会議 2020）。

不登校児童生徒が学ぶ学校以外の多様で適切な学習活動を公認した「教育機会確保法」
の制定と浸透、また、オンデマンドのオンライン学習が広まったコロナ対応を経て、不登
校が急増している。「就学義務」や履修主義・年齢主義（どこで何年学んだか）一辺倒では、
もはや立ち行かない。DX進展とともに脱制度化的な「多様な学びのウエッブ」が現実化
しつつあるとも言える。いま、全体としての公教育は、どのように再編されるべきか。

筆者は、多様でオルタナティブな学び場を、排除するのでも、境界を一義的に確定した
既存制度に回収するのでもない、応答的に包摂していくことのできる柔軟な周縁部を（〈縁
側〉というメタファを用いて）公教育に積極的に位置づけるシステムを構想した（吉田
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2023）。教育DXを、産業社会的に商品化する市場に委ねてしまうのではなく、市民的な
公共性によって節度をもって使いこなせるかどうか、その成否は、まさにコンヴィヴィア
ルな市民力の成熟にかかっていよう。

（3）公教育を生涯にわたるプロセスとして再編する可能性
生活のなかで生涯にわたって行われる学びの公共性との関連において。「いつでも、ど

こでも、だれとでも学ぶ」という脱学校化論の方向性は、学齢期に学校の外部でも学ぶと
いう空間的拡がりだけでなく、誕生時から生涯にわたる時間軸でも拡張される。そもそも、
学校が教育を独占する以前には、日々の暮らしのなかで、大人も子どもも、主体的対話的
協働的に（しかし多くの場合意図的計画的にではなく）、つまりコンヴィヴィアルに学び
合っていたのだというのが、イリイチの見立てだった。人生の若年期のフォーマルに制度
化された学校で行われる教育だけに学習が閉じられたのは、人類史的に特異な現象である

（「テクノロジーとどう関係性を編み直すか―学びほぐしとしての生涯学習から」本報告書
第6章（丸山）を参照）。

現代のテクノロジーが、コンヴィヴィアルな学びを抑圧せずに活性化する「ちょうどよ
い道具」となりえる道を探ること。「学ぶ機会のウエッブ」を構想する際にイリイチは、「図
書館」をその道具の範例として持ち出す（DS：146-149）。「印刷機」というテクノロジー
の発明は、書記言語を神官や官僚による独占から解放し、民衆が書物を通して知を広く発
受信する可能性を拓いた。無償でオープンに開かれた公共図書館は、それへのアクセス可
能性を格段に高めた。今や、書記言語のみならず、音声や画像や動画なども（イリイチは
テープレコーダーに言及するにとどまったが）、図書館で閲覧に供されるまでもなく、
SNSやYouTubeなどのソーシャルメディアでコスト小さく送受信できる。

まさしくイリイチの言うように、自分が学んだことを他の人と共有するために発信した
り、自分が学びたいことを先達の発信から学びとったりすることが容易にできる。学校の
教科書で将来に必要になりうる知識技能を若年期に貯め込まなくとも、人生のどの時点で
も学びとることができる。そのような可能性を、DXが拓いていることは確かなようであ
る。――しかし、当時のイリイチが想定できなかった問題も生じている。

（4）別様の他者に応答する対話を育む市民的公共圏の生成へ
知が専門職によって一元的に管理され操作され授与されるものではなく、非専門家に

よっても多元的に生成され発出され受信されていく。ただ、この方向性は、両義的である。
全否定できないし、すべきでないが、野放しにもできない。情報技術は、多元性（プルラ
リティ）を生み出す潜在力をもつにもかかわらず、ポスト・トゥルース（信じたい虚偽が
真実に勝る時代）やエコーチェンバー（SNSなどの情報空間において価値観の似た者同士
が交流・共感し合うことで特定の意見・思想が増幅する効果）といった現象が生じている。
それは社会を分断する溝を深刻化させている。

この動向を、どう受けとめて応対すべきか。坂本旬が紹介する、単なるICT活用教育
や情報モラル教育を超えた「デジタル・シティズンシップ教育」（本報告書第1章参照）は、
ベーシックに必要だろう。文化人類学の系譜のコンヴィヴィアリティ論が着目する、多数
決民主主義にかわる、少数の異質な他者の声にも耳を傾け妥結点を探っていくコンセンサ
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ス民主主義を想起しておきたい。そのモデルを非西欧圏の伝統社会に求めるにとどまらず、
興味深いのは、現代の情報技術を駆使するデジタル民主主義の提案である。

自らが少数者としてオルタナティブ教育で育ったオードリー・タンが、台湾のデジタル
担当大臣として実装したITを屈指した意思決定ツールがある（タン、ワイル 2025）。歴
史的に交錯する幾多の分断を抱えた台湾にあって、その「多元性（プルラリティ）」を複
雑なままに可視化し、差異を消していくのではなく創造的な調和に導く協働テクノロジー。
デジタル民主主義を紹介したり評価したりすることは筆者の力の及ぶものではないが、タ
ンと連携する鈴木健（2022）の「なめらかな社会」構想とともに、「テクノロジーと公教育」
の未来を長期的に展望する際にも注目に値する。

空間的にも時間的にも拡張された学ぶ機会のウエッブを張り巡らせ、自ら学ぶ者／教え
る者が入れ替わり立ち代わり交流できる無償アクセスの開かれた公共サービスを整備して
いくこと。そこに、自己完結的なエコー集団に閉じず、外部の異質な声を可視化して交流
できるデジタル民主主義の対話ツールをも組み込む。そういった学びのネットワークの基
盤的な広がりのうえで、意図的計画的プログラムで教育専門職によって指導を受ける学校
の役割りを相対化し、公教育の全体のなかの一部に位置づけ直す。それを支えるのは、強
い個人モデルを超えたケアの倫理と、草の根から市民的に創発してくる公共性、すなわち
コンヴィヴィアルな共同性であるだろう。本章は、次世代の公教育のそういった可能性を
想像してみるための、いくらかの示唆をコンヴィヴィアリティ論から引き出そうとしたも
のである。

イヴァン・イリイチの人と仕事

Ivan Illich（1926 – 2002）は、オーストリア・ウィーン生まれ。第二次大戦中にロー
マで哲学と神学を学び、カトリックの司祭となる。戦後、願い出てニューヨークの最
下層で暮らすプエルトリコ人街の教会の神父として赴任（1951年）。プエルトリコの
カトリック大学の副学長（1956年）を務めるも、ラテンアメリカの「解放の神学」
に共鳴し、バチカンの文化帝国主義に対抗し、また欧米文明の産業社会化と中南米現
地の民衆の暮らしとの間の諸矛盾と向き合った。

1961年、メキシコのクエルナバカに移ると国際文化形成センター（CIF）を設立し、
1967年には国際文化情報センターに改組して、産業社会の問題を世界的な知と交流・
討議しながら分析を続けた。『自覚の祝祭Celebration of Awareness』（1971）、『脱学
校の社会Deschooling Society』（1971）、『コンヴィヴィアリティのための道具Tools 
for Conviviality』（1973）、『脱病院化社会Medical Nemesis』（1975）などは、当時の
共同研究が結晶化したものである。その後も、『シャドウ・ワークShadow Work』

（1981）、『ジェンダーGender』（1982）など問題作を世に問い続けた。
イリイチの思想を要約するのは困難であるが、資本主義社会の矛盾を目の当たりに

しつつ、かつキューバ革命の強い影響下にあった中南米の社会主義への移行に対して
も、産業主義的な生産様式や価値の制度化という点では同根の問題を孕んでいること
を見据えた点に、彼の卓見があったと言える。資本主義社会でも社会主義社会でもな
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い第3のオルタナティブを探究し、それを提案したのが脱産業社会化、脱制度化した
「自立共生（自律共働）社会convivial society」の構想である。

その構想に説得力を持たせたのが、学校、病院、交通という、近代の産業社会が制
度化してコンヴィヴィアルな自律性を奪い取ってきた諸事例を分析しつつ、領域が違
えども3つに通底する同根の問題を抉り出してきた研究手法だろう。イリイチの脱学
校論は、学校改革・教育改革のための論であるよりも、学校化（広くは制度化）され
た社会の問題を、学校を範例として過剰な制度化や専門家支配の問題性を浮き彫りに
することにあった。

その前提でイリイチは学校を「特定の年齢層を対象として、履修を義務づけられた
カリキュラムへのフルタイムの出席を要求する、教師が主導する過程」と定義する。
過剰に制度化された学校の問題点を整理すれば、

①�学校は学ぶための手段の一つであるにもかかわらず、学校で教育を受けることと
学ぶことが同一視され、学校への通学そのものが目的化されること（目的と手段
の転倒）

②�それによって、「どこで、だれと、何年間学んだか」が評価の基準となり、実質
的に何をどれだけ身に着けたかが不問に付されること（履修主義・年齢主義への
偏向）

③�教えられなければ学べなくなる、という自ら学び取る力の衰退（教育過剰による
自己学習力の衰退）

といった点を挙げることができる。日本において次世代の公教育のあり方を模索す
るうえで、今日ますます前景化している問題を、先取りしていたと言えるだろう。
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第4章　�公教育の「変革」と学校像の分岐点	
―テクノロジーの飼いならしの模索と教育的価値の追求へ―

石井　英真

はじめに

GIGAスクール構想によるICT活用の進展、教育DXは、授業づくり等の教室レベルの
変化をもたらすのみならず、公教育制度、また公教育という観念そのものにもインパクト
をもたらすものである。
「知識基盤社会」論に導かれた日本の資質・能力ベースの教育改革は、現在、新たな局

面を迎えている。情報技術革新に関わって、ニューメディアの使用法に止まらない、社会
の観念やシステムや思考法のあり方に関わる大転換が、「第4次産業革命」や「Society 5.0」
といったキーワードにより明確に認識されるようになってきたのである。2016年1月にス
イス・ダボスで開催された第46回世界経済フォーラムの年次総会（ダボス会議）において、
AIやロボット技術などを軸とする「第4次産業革命」が主題化された。これを受けて、日
本政府が打ち出したのが、「Society 5.0」（サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現
実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会）という政策アイディアである。

2017年改訂の学習指導要領が実施されようとするタイミングで、「Society 5.0」という
政策アイディアに導かれながら、GIGAスクール構想、中央教育審議会答申「『令和の日
本型学校教育』の構築を目指して ―全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学
びと、協働的な学びの実現」（以下、「令和の日本型学校教育」）（2021年1月26日）など、次々
と新たな教育改革構想が、文科省のみならず、経済産業省、内閣府からも提起されてきた。
そこでは、既存の枠組みをある程度生かしながら「改善」や「改革」を進めるのみならず、
履修主義や学年学級制、標準授業時数、学校に集って教師の指導の下で学び合うことを自
明視しないなど、日本の学校の基盤となるルールや制度的・組織的枠組みやシステムをゼ
ロベースで見直し、「変革（transformation）」しようとする志向性が強まっている。そし
てそれは、内閣府の総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）の教育・人材育成ワー
キンググループによる「Society 5.0の実現に向けた 教育・人材育成に関する政策パッケー
ジ」（以下、「政策パッケージ」）（2022年6月2日）として結実している。

本稿では、「政策パッケージ」の改革構想を例に、教育「変革」政策の基本的な性格や
論点を明らかにしつつ、教育DXが公教育にいかなるインパクトをもたらしうるのか、そ
の影響を完全に制御できると考えるのは楽観的であるにしても、少しでも飼いならし、教
育的価値を追求していこうとする上ではどのような点がポイントとなるのかを検討した
い。そして、公教育のあり方と学校像について、顕在化してきている論点を整理するとと
もに、テクノロジーを、教育の質と公正の両立、知性と民主主義の統一的実現に接続させ
ていく視点を示したい。
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1 ．�教育DXのインパクトの射程　―GIGAスクール構想による「多層的な教室」の
出現―

文科省も「デジタル学習基盤」という言葉を使うようになっているが、GIGAスクール
構想については、ICTを活用した授業手法レベルの変化に止まらず、公教育のあり方を根
本から問い直す基盤整備として捉える視点が重要である。すなわち、オンライン学習をは
じめとするICT環境の整備は、非常時の備えや一つの手法としてではなく、本質的には、
対面とオンラインの「多層的な教室」を前提とした授業や学校生活の成立として捉えられ
る。教室での対面でのコミュニケーション（一つ目の教室）が難しくなっても、web会議
システムを使えば顔も見ながら同時双方向でやり取りできる（二つ目の教室）、さらに、
それが落ちてしまったとしても、学校ホームページや学習管理システムなどのオンライン
上のプラットフォーム（三つ目の教室）があれば、課題のやり取りを通して、文通的、通
信添削的なやり取りで学びを支援できるし、共同編集機能を使えば、顔は見えないけれど、
リアルタイムで他の子どもたちとつながりながら一緒に学んでいる感覚を一定程度持つこ
ともできる。教室でクラウドにアクセスして、解答を一覧で見ながら、互いにコメントを
入力したり、解答を入力した子どもに対面でさらに突っ込んで聞いてみたりといった風景
は一般化しているが、それは対面でweb会議システムをつないでいるようなもので、対
面とデジタル空間上の多層的な教室を往還しながら授業が展開されている。

こうして、多層的な教室空間が生まれることは、入院中の子どもたちに授業を届けたり
人口減少の中で遠隔地の学びの機会を拡大したりと、これまで救えなかった子どもたちを
救える学校への道を開く。また、自由進度学習のような学校という場におけるフレキシブ
ルな学習の時間（特に知識・技能習得については授業というよりも寺子屋的・自習室的に
やれる）、家庭における支援付き自学（オンラインで仲間や学校や社会とつながりながら、
AI等の助けを借りながら、自由研究や宿題に取り組む）というオプションを想定すると、
子どもたちの自律的で協働的な学びの時間を拡大する手立ても考えられるし、学校と学校
外での学び、通学と不登校との境界もあいまいとなる。単元や授業が終わっても、オンラ
インの教室があれば、さらに追究を続けたい子どもたちでグループを立ち上げて学び続け
ていくこともできる。

また、オンラインの教室は、学校外のSNS上の私的なやり取りの場を、もっとパブリッ
クな形にしたものと考えることもできる。すでに子どもたちはネットとつながっている。
時にモラルを欠いて傷つけあうこともあるネット上での私的なコミュニケーションのあり
方を、よりパブリックで成熟したものへと組み替えるための練習の場と考えるとよい。ク
ラウドを活用して端末の先の膨大なデータやつながりにアクセスすることは、アカウント
をもって自分のデータを管理する主体となるデジタル・シティズンシップを育てる第一歩
であるし、教師を学び超えていく可能性を広げることになる（坂本他 2020）。一方、保護
膜なくウェブ上の社会に直接さらされるリスクも考えておかねばならない。ただし、こう
したリスクに対して、教師が先回りして管理・保護しようとしすぎるのは有効ではない。
低学年の道具箱の使い方の指導、学級づくりなどにも通じる、「自治」の指導（つながり
や道具を自ら治めること）が重要であって、教師による指導的な管理を学習者による自己
管理・自治へと発展的に解消させるような足場かけがポイントとなる。
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常時端末にアクセスし、オンライン上で子どもたちが学びを展開していけばしていくほ
ど、学習データが蓄積され、オンライン上の教室である「学びのプラットフォーム」の存
在感は増していく。そうすると、今は学校に集う対面授業が主でオンライン上のプラット
フォームを介した学習支援は従であったものが、逆転するかもしれない。学校に限らず学
校外も含めて、その子がこれまで何をどこまで学んできたのかがデータとして蓄積され、
それに応じて個別最適な学習のプログラムや学習機関が提案され、対面にこだわらずオン
ラインでもそれを受講して学びの成果が確認されれば修得したとみなされる。学校にみん
なで対面で集わなくても、集いたければ仮想空間に自分の好きなアバターで参加するし、
オンライン上のプラットフォームを足場に、自分で学ぶ内容や場やネットワークを選んで
いく、バーチャルな学び舎の姿である。

現在の「学校」という学び舎には、慣習やしがらみも多いので、いっそオンライン上の
学び舎に移転してしまえば、ゼロベースで見直しやすくなる。そのように考えることもで
きるかもしれない。しかし、たとえば、子どもたちの学びにオンラインの教室がとけ込ん
でいても、リモートとなると、対面では存在している周りからの刺激や支援は弱くなり、
そこを自分一人で取り組む、あるいは小学生などなら保護者等が支援するということにな
り、子どもたちの様々な困難が個人化され可視化されにくくなることにも注意が必要であ
る。高校生や大学生などであっても、学びの持続や質という面で、対面で集うことの意味
は軽視できない。さらに、各人が学びの内容や場を選ぶということは、それが早期化され
ると、家庭環境（選択における親の意識や情報量の違いなど）による格差拡大（ペアレン
トクラシー）や、似た者同士が集まることによる社会的な分断、視野狭窄や公共性の衰退
を招くリスクもある。そして、冒頭で触れた「政策パッケージ」には、まさにそうした「脱
学校」的な学び舎の姿を公教育の新しい標準としていくような発想も見られる。そこで次
に、「政策パッケージ」の内実とそれを巡る論点について整理してみよう。

2 ．CSTIの「政策パッケージ」に見る「Society 5.0」への教育「変革」構想

（1）CSTIの「政策パッケージ」の内実
「政策パッケージ」は、「一人一人が多様な幸せ（well-being）を実現できる社会」とし

て「Society 5.0」を再定義し、子どもたちの自由な発想や多様性の尊重と主体性の伸長を、
学校だけでなく地域、保護者、企業、行政など社会全体で推進するための見取り図として
示されている。その作成方針は、「デマンドサイド、子ども目線で」、「既存スキームに囚
われない」（府省庁横断的に）、「社会構造全体を俯瞰して」、「時にアジャイルに」、「わか
りやすく」とされており、3本の政策と46の施策が示されている。ここでは特に、「政策パッ
ケージ」が目指す学校像が示されている、政策1「子供の特性を重視した学びの『時間』
と『空間』の多様化」の中身を中心的に検討する。
「政策パッケージ」は、モノの所有に価値を置く工業化社会（大量生産・大量消費、縦

割り、自前主義、新卒一括採用・年功序列）から、他分野・業種をつないで利活用される
ビッグデータに高い価値を置くSociety 5.0（新たな価値創造、レイヤー構造、分野・業界
を超えた連携、人材の流動化）への転換を基調としている。従来の日本型学校教育の強み
でもあった特徴を、「同一性・均質性を備えた一律一様の教育・人材育成」と総括し、そ



44

れが、特に子どもたちの多様化を背景に、「同調圧力」「正解主義」としてマイナスに機能
し、子どもたちの生きづらさ、および価値創造やイノベーションの妨げとなっていると指
摘する。そして、図1のように、脱一斉一律を基調として、子どもたちの多様性に応じそ
れを生かす学校の姿のイメージとそのポイントが示されている。

こうして、子どもの認知特性をふまえた個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実を図
ることで、「そろえる」教育から「伸ばす」教育へと転換し、「子供一人ひとりの多様な幸せ」
を実現するとともに、学校がすべての分野・機能を担う構造から、協働する体制を構築し、
社会や民間の専門性やリソースを活用する組織への転換を目指すとされている（図2）。

個性尊重、「新しい学力観」（知識よりも主体性）、教育の自由化、「合校」論といった、
1990年代の議論を想起させる構想だが、一人ひとりに応じる個別最適な学びを実現した
り、外注するのみならず学校内外のアクター間の連携を可能にしたりするものとして、
AIによるマッチングシステムやスタディ・ログといったデジタル技術の活用に期待が寄
せられている点が特徴的である。

（2）「Society 5.0」への教育「変革」構想をめぐる論点
このように、一人ひとりの探究力や主体性を伸ばすために、子どもの学びと教育の供給

主体の多様化を推進する施策としては、学校で、教師が、同時に、同一学年の児童生徒に、
同じ速さで、同じ内容を、教えるという枠組み自体を問い直すべく、教育内容の重点化や
教育課程編成の弾力化が挙げられている。「政策パッケージ」では、「教科の学びが自分の
設定した課題の解決に活きているという実感」や学びの自己調整に力点が置かれており、
実生活・実社会での知識・技能の活用やコミュニケーション能力の育成を基調としていた、
2017年版学習指導要領改訂期の議論と比べて、より個人主義的・心理主義的な色彩が強
まっている（石井 2022a）。「個別最適な学び」が推進される中、子どもたち一人ひとりに
応じたオーダーメードのカリキュラムが可能になるかのような論調と、「子ども主語」や「学
びの責任」といったキーワードの延長線上に、全国一律で10年に一度しか改訂されない「学
習指導要領」はそもそも必要なのかという議論も現実性を帯びてくるかもしれない。また、
国や地方や学校や教師といった大人たちではなく、子どもたちの学びの枠組みとして教育
課程基準を構成することも考えられる。

ただし、塾や習い事で分数のかけ算は解けるようになっているので、学校では学ばなく
てよいといった具合に、個別最適な学び、修得主義、ICTと教育データ利活用、働き方改
革、カリキュラムオーバーロードの解決が、機械的・行動主義的学習観と結びつき、スマー
ト化、効率化の文脈で実装されると、教科学習は、目標項目の系列をクリアしていく検定
試験的でスタンプラリーのようなカリキュラムに矮小化されかねない。そして、何をもっ
てその教科を修得したと言えるのかという学力観や目標論が空洞化すると、教科学習は、
AI型ドリルやデジタルコンテンツで代替可能なものとされ、時間短縮の対象とされるか
もしれない。加えて、教師や他の大人が手をかけなくても自分で、自分たちだけで学びを
進めているように見えて、大人たちが設定した一定の枠内で、あるいは、自分の世界観の
枠内に閉じた形での主体性になっている可能性がある。それは、「学びの責任」という名
の大人にとって都合の良い従属的な主体性であり、学び手自身にとっても、自分の嗜好や
信念に閉じていく自己強化であり、既存の選択肢から選ぶ、あるいは選ばされる学びとなっ
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図1．【政策1】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化〈目指すイメージ①〉
　（https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kyouikujinzai/saishu_print.pdf）

図2．【政策1】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化〈目指すイメージ②〉
　（https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kyouikujinzai/saishu_print.pdf）
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ているかもしれない。「政策パッケージ」の策定過程では、10代の子どもたち自身からの
声も多数寄せられた。自分事としての意見表明と教育政策を創る過程への参画など、社会
と対峙し現実に問いを投げかけ動かし、自分たちが生きる世界や共同体のあり方をも他者
とともに創り変えていく参加論的な「自治的な学び」が重要である。

また、教員免許制度改革等を通して、特定分野に強みのある教員の養成、理数やICT・
プログラミングの専門家など、多様な人材・社会人が学校教育に参画し協働できる流動性
の高い教員組織への転換も施策として挙げられている。図2のような縦割りではないレイ
ヤー構造の提案は、タテ社会日本の共同体構造を反映した学校組織の閉鎖性、および保護
者や社会の学校依存状況に対する問題提起として具体性があり、部活動の外部委託など、
論争を伴いつつも、教員の労働環境の改善につながる動きや機運も起こっている。しかし、

「政策パッケージ」は、外注・連携による業務のスリム化を基調としており、教職の専門性・
専門職性や定数改善・待遇改善への視点は希薄である。教育政策がデマンドサイドからの

「こども政策」に解消され、選択肢を拡大すべく多様なアクターの参入による教育サービ
ス市場の拡大に公費が投入される一方で、サプライサイドの質の充実を直接的な対象とし
た条件整備、特に、依然としてその規模においてボリュームゾーンを構成するであろう、
学校や教職員への支援や投資がおろそかにならないよう注意が必要である。子どもの幸せ
と現場の教職員の幸せの両面をセットで考え、現場に時間的・精神的な余裕をもたらすた
めの施策は急務である。コロナ禍を経て、学校の福祉的機能や社会的機能が注目される一
方で、日本では教育機能の一部が実質的に学習塾等でも担われている現状もあって、教職
の専門性の拡散とともに学習権保障の内実が空洞化することも危惧される。

さらに、「政策パッケージ」では、NPOなどとも連携した多様な学びの場の創出、テク
ノロジーを駆使した地方での教育機会の提供、理数系の学びに関するジェンダー・ギャッ
プの解消など、公正な教育機会の提供や格差是正が大事にされるとともに、「特異な才能」
の伸長も強調されている。それは、「浮きこぼれ」問題という学校での生きづらさや困難
への対応であると同時に、イノベーションにつながる尖がった人材の育成を志向するもの
でもある。社会的基本材を均一に分配することや同じように処遇することをもって平等と
する日本の横並び平等観を是正し、「平等（equality）」から「公正（equity）」へと平等観
を転換することは重要である。しかし、コロナ禍での臨時休校期間中にしばしば耳にした

「救える子から救う」という発想を恒常的な原理として拡大解釈し、自由に進めるだけ進
めて開いた差はあとで是正するという発想を呼び込むのは、格差と分断につながる危惧が
ある。それぞれのニーズに応じて自由を尊重することは、公共的価値の観点から調整され
るべきものであり、そもそも「公正」の問題において重要なのは、「その社会の成員（市民）
であれば誰もが実現しえてしかるべき（と判断される）基本的な機能」（齋藤 2017, p.142）
の保障という社会の責任の範囲であり、自由の際限なき追求を許容する議論ではない。主
観的幸福感の観点のみならず、客観的な生き方の幅（ケイパビリティ）の観点も含めて、
公的保障の対象として「ウェルビーイング」や「公正」といった概念の内実を議論し、社
会的に実装していくことが重要である。
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3 ．教育「変革」政策が提起する「脱学校」論と学校像の分岐点

（1）「Society 5.0」と「『学び』の時代」の学校像の論争的性格
「令和の日本型学校教育」「政策パッケージ」等に示されているような、一斉一律からの

脱却、「個別最適な学び」の重視、EdTechの活用などの方向性は、Society5.0に向けた人
材育成に係る大臣懇談会「Society 5.0に向けた人材育成〜社会が変わる、学びが変わる〜」

（2018年6月5日）（以下、「Society 5.0に向けた人材育成」）に見出すことができる。そして、
「Society 5.0に向けた人材育成」では、Society3.0（工業社会）、Society4.0（情報社会）、
Society 5.0（超スマート社会）という社会の変化と対応させて、学校ver.1.0（「勉強」の
時代）、学校ver.2.0（「学習」の時代）、学校ver.3.0（「学び」の時代）という学校像の変化
が図式化されている（図3）。

そこにおいて、2017年版学習指導要領が掲げる「主体的・対話的で深い学び」は、日
本の学校教育の蓄積を生かしつつ、能動的な学び手（アクティブ・ラーナー）を育成する
ものとされている。そして、工業社会に対応する「勉強」の時代を超えて、情報社会、さ
らには超スマート社会へと導いていく「学習」の時代に位置づけられている（脱「勉強」）。
さらに、超スマート社会に対応する「学び」の時代では、「教育用AIが発達し普及してい

図3．Society5.0に向けた学校ver.3.0（文部科学省　Society 5.0 に向けた人材育成に係る大臣懇談
会 新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォース「Society5.0に向けた人材育成〜
社会が変わる、学びが変わる〜」（平成30年6月5日））（https://www.mext.go.jp/component/a_
menu/other/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/06/06/1405844_002.pdf）
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くことにより、AIが個人のスタディ・ログ（学習履歴、学習評価・学習到達度など）や
健康状況等の情報を把握・分析し、一人ひとりに対応した学習計画や学習コンテンツを提
示することや、スタディ・ログを蓄積していくことで、個人の特性や発達段階に応じた支
援や、学習者と学習の場のマッチングをより高い精度で行うことなどが可能となる」（p.8）
とされる。そして、大学、NPO、企業、地域などが提供する学校外の様々なプログラム
を選んで学ぶことを支援し、個人の進度や能力、関心に応じた学びを提供する、「個別最
適化された学びのまとめ役」（ラーニング・オーガナイザー）が、新たな公教育の役割だ
とされている。まさに学校を「学びのプラットフォーム」として位置付けていた。

こうした社会像や学校像の見通しについては図式的であるし論争的である。しかし、第
4次産業革命の進展は、学校のガバナンス改革を伴って、公教育の構造変容を主題化する

（大桃 2016; 石井 2021）。低成長・成熟化の時代、国家財政や政策リソースに拡大を望めず、
他方で、社会や市民のニーズが多様化する中、行政や専門職による一律統治ではなく、規制
緩和や分権化を進め、ローカルに最適な施策や実践を探っていくこと、地域や現場の裁量を
高めつつ質を保証していくことが公共政策の課題となっている。教育政策においても、多様
なアクターの参画による、子どもの学びや生活の総合的な支援とそれを実現する分散型のガ
バナンス構造への移行が進行し、教師や学校の仕事の相対化が生じている。学校のガバナ
ンス改革は、公教育の開放性・包摂性を高め、多様なアクターの対話と協働による市民社会
的な公共性の再構築に向かう可能性も見いだせる一方で、グローバル資本主義の肥大化を
背景に、商業主義的な市場化のパワーや経済的価値が勝り、教育の商品化と標準化、教育
格差と社会的排除の拡大、教育的価値や公共性の空洞化が進行することも危惧される（藤
田 2016; 佐藤 2021）。この分岐点を探る上で、後藤武俊（2020）は、「『選好充足（よりよい
ものを選びたい）欲求』への応答と『切実な（求めざるを得ない）要求』への応答を区別し、
後者を公的責任の範疇に含める…これは、教育機会確保法の基本理念である『安心して教
育を受けられる』機会の保障に相当するものである」（p.92）と述べており示唆的である。

（2）「脱学校」と卒「学校」の分岐点
こうしたガバナンス改革の両義性をふまえると、「学び」の時代の学校像をめぐっては、

「脱学校」（学校のスリム化と教育の市場化・商品化）と卒「学校」（学びの脱構築と公共
性の再構築）といった競合する複数の方向性が見いだせる。「学び」の時代とされる学校
像は、1970年代にイリイチ（Illich, I.）が提起した‘deschooling’論を思い起こさせる。
イリイチは、制度化された学校がもたらす根源的な問題状況、すなわち、学びを維持する
ために制度化された学校教育であったのが、学校という制度自体に価値を見出すようにな
り、教えられなければ学べなくなることの問題を指摘する。そして、こうした価値の制度
化によって自ら学ぶ力が疎外されていることに対して、学校制度を解体して、人々が自主
的にそして平等に資源（事物、模範、仲間、年長者）と出会える自立共生の学習ネットワー
クを形成することを提唱した（イリッチ 1977）。

このイリイチの‘deschooling’論は、「脱学校」という名の学校スリム化論として理解
されがちである。しかし、学校をスリム化すれば子どもが自由に主体的に学ぶようになる
というわけではない。イリイチの‘deschooling’論は、「学校化された社会」（教えられ
なければ学べないという疎外された特殊な学びの形態が学校の外側にも広がり自生的な学



49

びを萎えさせていくこと）への問題提起であった。実際、近年の日本においては、学校の
外側の子どもたちの生活空間は合理化・効率化・システム化されて、そのシステムの中で
思考力や想像力を働かせなくても便利に生活できる。また、学校以外の学びの場も学校以
上に「学校化」して、スキルは訓練しても人間的な成長を促せなくなっている。安易な「脱
学校」論は、保護者をはじめとする大人たちがよほど気を付けていなければ、今や学校以
上にむき出しの能力主義や競争主義に子どもをさらしかねないし、ペアレントクラシーを
伴って、教育の商業主義的な市場化を進めかねない。さらに、ICT活用も技術的な目新し
さに眼が行くと、学びの質の追求よりもスマート化や効率化が勝りがちとなる。その結果、

「学習」の時代から「学び」の時代へのバージョンアップと逆行し、「勉強」の時代への退
行をもたらしかねない。
「学び」の時代が目指しているような、真に子どもたちが主体的に学ぶ上では、「学校化

された学び」「学校化された社会」を乗り越え、いわば「学校らしくない学校」に向けた
学びの脱構築としての「非学校化」が目指される必要がある。学校外の学びの場の拡大に
ついては、既存の学校的な学びの枠内での、よりきめ細やかで効率的な教育サービスの拡
充に止まらず、学ぶことの本質の見つめ直しを伴って、既存の学校的な学びとは「別様」
な学びと、真にオルタナティブな教育が生まれることが重要である（吉田 2023）。また、
学校での学びにおいては、卒「学校」と卒「教育」という発想で考えていくとよいだろう。
すなわち、学校で教え学ぶ先に、授業外や学校外の生活において立ち止まりや引っかかり
や問いを生起させ、無自覚に社会に動かされている状況から、生活や学びの主体として自
立し、学校や教師や教育を学び超え、巣立っていくわけである（卒「学校」、卒「教育」）。
そこでは、「問題提起、課題提起の場としての学校」、「学びへの導入としての授業」の役
割が重要となる。

4 ．日本の学校と公教育の「変革」が進む中で教育的価値で踏みとどまるために

（1）日本の学校の共同性を脱構築する視点
ここまで述べてきたように、伝統的な日本型学校教育からの脱却を打ち出し、自由や多

様性や個性・主体性を重視する教育「変革」政策においては、「一斉一律な教育」に対し
て「一人一人に応じる教育」が理想化されがちである。しかし、実際の日本の教育は、学
校生活面では集団主義（同調主義）的であり、同時に学習面では個人主義（自力主義）的
であったりする（中内 2005; 佐藤 2012; 片桐 2004）。学級の閉鎖性や息苦しさに対して、
自学自習を理想化するなど、学びの自由化や主体化が対置されがちだが、そうした自学自
習の文化は、物事の原因をシステムや構造ではなく心構えに還元する、日本的精神主義や
非合理的努力主義とつながりがちで、日本の同調主義とも根っこの部分で関連している。
すなわち、「一斉一律な教育」と、それに代わる新しい選択肢として語られる「一人一人
に応じる教育」とはコインの表と裏かもしれないのである。それゆえに、ICTも活用しな
がら一人一人に応じた教育を行うことが、教師によるリモート管理や学びの孤立化を進め
ないよう注意が必要である。

閉鎖的な日本の社会と日本の学校における、個の確立の弱さと異質な他者との対話を促
すことの弱さ、および、理性的合理主義と民主主義的公共性の未成熟をふまえると、「個
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性化（personalization）」を軸にした学校文化の編み直しが重要な課題であることは間違
いない。公共的な議論を通して理性的な個の確立（立場の自己形成）をめざす学習集団や
活動集団、および、ありのままの個の存在の承認（ケア）を含んだ生活空間、これらの統
一体として、学級や学校共同体を再構築することが必要である。分子的な個体として子ど
も一人一人をただ別々に扱う「個別化」ではなく、また、「個性的であれ」という徳目め
いた抽象的な規範の押し付けでもなく、無理しなくても自ずとにじみ出る、具体的で固有
名のその人らしさを尊重し豊かにしていくわけである。タテ社会日本の、世間に準拠した
行動に流れがちな同調主義、そして、めいめいの努力に依存する精神論に傾斜しがちな自
力主義に対して、公共性と理性と多様性（他者性の認識）を重視しながら、空気を読んで
も自分らしくいられるような力と関係性と場を構築していく視点が求められる。

学級制については、学級の構造を個性化志向のよりインクルーシブなものへと柔軟化す
ることが必要である。たとえば、恒吉僚子（2008）は、日本の教育の強みの中核は、「教
育の射程を広くとり、対人関係によって支えようとする仕組み、協同して教師が授業を改
善する相互学習の仕組み」にあるが、その同質化傾向・閉鎖的傾向を帯びがちな「共同性」
を、異質なものとの共生と開かれた公平性を志向する「共生性」へと開いていくことが重
要だと述べている（p.47）。学年学級のあり方を柔軟化し、同年齢学級のほかに教科外活
動等において縦割り異年齢集団を日常化したり、小学校においては、小・中・高学年とい
うくくりで異年齢学級を編成したりすることも考えられてよい。学級集団（規律）から学
習共同体（関係性）へ、そして知的生活空間（場の共有）へと、学校の共同性をソフト化
する。そして、複数の集団にそれぞれゆるやかに所属し、主な居場所を選べるようにする
わけである（学校共同体における複数性の重視）。

表1．履修主義と修得主義の二項対立を超える学びとカリキュラムのヴィジョン（知育の協
働化と徳育の個性化）（出典：石井 2020, p.126。）
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コラム　履修主義（年齢主義）と修得主義（課程主義）
履修主義と修得主義とは、何をもって当該の教育課程を履修したと判断するかとい

う、履修原理に関わる概念である。履修原理と連動するが、進級や卒業の要件に関わ
る進級原理について議論する際には、年齢主義と課程主義という概念が用いられる。

履修主義や年齢主義は、所定の教育課程を一定年限の間履修することを求めるが、
履修の結果や成果は厳格には求められない。他方、修得主義や課程主義は、所定の課
程を履修するだけでなく、目標に関して一定の成果を上げることが求められ、原級留
置（留年）もあり得る。

年齢主義は、学級など、共同体としての学校で生活し学ぶことを通した社会性・人
格の形成等に着目するもので、児童労働から子どもを保護した工場法を契機とするイ
ギリスの義務教育制度に起源をもつとされる。他方、課程主義は、知識・技能の確か
な習得を重視するもので、国家にとって有為な人材の育成や国民形成を目的としたド
イツの義務教育制度に起源をもつとされる。

（2）「真正でインクルーシブな学び」というヴィジョン
ICT活用や「個別最適な学び」への取り組みは、学びの孤立化への危惧もあるが、学校

の共同体の質を問い直し、多様性を排除せずに包摂し互いに面白がる、インクルーシブな
学びと学校づくりとして展開させる可能性もある。また、教育DXは、学びのスマート化・
効率化に矮小化されて捉えられがちであるが、イノベーティブなワクワク感と人間らしさ
や民主主義を崩壊させかねない危うさの同居する、DXがもたらしている現代社会の変化
のリアルと出合い、そこで有意味で深い学び（真正の学び（authentic learning））へとつ
なげていく可能性も持っている。既存の公教育の枠に止まらない多様な学びの場での別様
な学びの展開と非学校化の動きを励ましつつ、そうした取り組みから学びながら、いまだ
ボリュームゾーンである既存の学校においては、質と公正を統一的に実現する「真正でイ
ンクルーシブな学び」（表1）をめざす。それは、履修主義と修得主義の二項対立を超え
るものであり、同調主義に縛られがちな伝統的な一斉授業でも、自力主義に陥りがちな個
別化された自由な学びでもなく、「徳育の個性化」と一体的に「知育の協働化」をめざす
ものである。

まずそれは、一斉に進むという形にとらわれ形骸化した履修主義でも、できる子は自分
のペースで自由に進め、ともすればできないことも個性とする、目標の個別化として割り
切った修得主義でもない。わかるようになりたいという子どもたちの願いに寄り添い、「ど
の子も見捨てない」学習権保障の思想の徹底として、修得主義を位置づけるものである。
それは、目標準拠評価の趣旨の貫徹でもある。またそれは、個別に学習を効率化するので
なく、場や学習課題を共有するからこそ生まれる、学習者間の背伸びや模倣、他者の存在
を感じることで生まれる社会的動機づけや学びの持続、教え合いや学び合いや支え合いな
どを最大限に生かすものである。体育や美術などの技能教科で、あるいは、総合学習や特
別活動や部活動において、みんなで「ゲーム」（試合や発表会や大きな学習課題）に取り
組みながらも、必要に応じてゲームから離れて、各自で、あるいはペアやグループで学び
合いながら、自分のペースとレベルに合わせて「ドリル」（個別の技能の練習）に取り組
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んで再びゲームに戻るという形は自然である。少し長い期間をかけて取り組む、試行錯誤
の余地のある大きな課題を軸にしたプロジェクトのような形で、単元レベルで大きな目標
を共有することで、個性的で自由度の高い学びと自主ゼミ的な自然な協働が生まれる。そ
の際、インクルーシブさの追求をより意識して、教室や学校という枠に捉われずに学習空
間を柔軟化したり、すでに部活等においてなされているように、「総合的な学習（探究）
の時間」等でも異年齢集団を組織したりすることで、同学年の学級以外のホームが生まれ
居場所の複数化につながるかもしれない。教科学習においても、一時間単位よりも単元単
位で、より長いスパンで学びをデザインし、課題の質を高め空間や集団を柔軟化していく。

こうして、学校カリキュラム全体で真正性の追求と学習の個性化（自分らしさの表出と
相互承認）とを結びつけていくことで、教室空間はよりインクルーシブなものとなってい
くだろう。教室にいるのがしんどいといった、不登校傾向の子どもたちにとっても居心地
のよい、保健室や「別室」（学校であって学校的でないケアの場）の良質の居場所感を、
学校のセンターに持ってくることを試みる。履修主義を、学校の保護機能、安心・安全の
保障の徹底として捉え、学級を多面化・柔軟化し、自ずと「一人一人が輝く」インクルー
シブな学校づくりへと展開させる。他者との公共的な議論や自分事の学びを通して、判断
の軸となる認識や知性や思想の自己形成に資する「知育の協働化」と、自分とは異なる他
者として、互いの存在やその人らしさを認識し尊重し合う「徳育の個性化」を進めていく
こと、いわば公教育における知性の民主主義の追求が重要である。

人材訓練なら、知識を道具的に学んで、教科外や学校外で活動・体験プログラムに参加
して自主性や社会性を訓練するというのでもよいかもしれない。しかし、自立した個（人
間性の根っこ）を育てるのであれば、自分の考えの軸や立場を形成するよう、ものごとの
見方・考え方として、骨太の知識を理解しながら学ぶこと（ものごとがわかる教科学習）
が重要である。さらに、体験プログラムなどの個別の経験をつなげながら、ある程度強い
つながりの中で、ポジティブな成功体験一辺倒でなく、失敗やもやもや（ネガティブな経
験や感情）も引き受けながら何かをやり遂げて一皮むけていくような長期的な成長こそが
重要である（成熟につながる教科外・学校外活動）。人材育成に解消されない、「人間形成」
や「人間教育」の仕事を学校が手放さないのであれば、学校や学習の「中断性」や「共同
性」を手放すべきではない。結果を急ぎ、走り続けることを一度中断して、回り道したり、
立ち止まって考えたりすること。そして、より自由に自立するために多様なつながりや依
存先をつくっていくこと。これらは、子どもが人間的に学び成長する権利を実質化する上
での基本要件なのである。それはコンビビアリティの観点から近代学校や近代教育を問い
直そうとする試みでもある。

（3）今こそ求められる真の知性と言葉の力
学力と学びの保障、学習権保障という観点から見ると、教育「変革」政策が提起するオー

ルインワンであった学校の諸機能の分業論は、学校の知育からの撤退と学校像や教育言説
の分断を生み出しがちな点には注意が必要である。「政策パッケージ」においては、前掲
の図2のように、「学習」（個別最適な学び／協働的な学び）、「活動」（学校行事・生徒会等）、

「福祉的・メンタル面のケア」、「部活動」というカテゴリーで現状の学校の機能を捉え、
それぞれについて学校内外での協力体制を構築することが示されている。そこでは、社会
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化に関わる「活動」は学校内で担うものとされ、コロナ禍を経ることでその重要性が自覚
された学校の福祉的機能も明確に位置付けられている。他方、「学習」については、個別
最適な学びと協働的な学びに切り分けられ、前者については、学校内よりも学校外の民間・
社会寄りで担うものと捉えられている。そして、教科の学習が受験勉強の域を出ず効率化
や時間短縮の対象としてのみ見られると、塾や動画視聴で十分ではないかということにな
る。

教育という営みは、大人たちがつくってきた学問・文化、あるいは社会から一方的に要
求されるのみならず、子どもの成長・発達や幸福追求という観点からそれらを問い直す側
面を持つ。この点に関わって、「真正の学び」は、現実世界の文脈を重視し、学問・文化
や社会のホンモノさを学校での学習において実現しようとするものである。それは、既存
の社会に適応する実用的な学びを超えて、各教科等の学問的知識を現実世界の文脈に埋め
戻しその知の妥当性を再審する文化的な活動として、またそれゆえに、既存の社会とは異
なる未来への余地を準備する批判性を含んだ社会的活動として遂行されうる（石井 2017; 
2022b）。たとえば、教室で考えた地域の人々の意識啓発を軸とした海辺のごみ問題の解
決策も、実際に海辺を歩いてみてそこで海外から漂着したごみの多さに気づくことで、足
元の現実への認識がゆさぶられ、関心や認識が広がっていくといった具合に、文化の再創
造過程を通してこそ、学習者の社会や現実世界への関心の切実性とその広がり（教養）が
実現されるのである。

また、生成系AIの登場により、知識の習得やレポート等を書く活動が意味をなさなく
なるという意見も耳にするが、情報は得られても価値ある知識を学ぶ機会は希少化されつ
つあるように思われるし、むしろ大事になるのは、物事の真偽やよしあしを判断するため
に必要な、各領域の専門的な概念的知識、それも深く学ばれ感性や直観的判断と結びつい
たそれであり、わかった気にならず納得を求め掘り下げようとする姿勢や、知性に裏付け
られた批判的な吟味力（メディア・リテラシー）である。

知識（データ）爆発の状況下で、しかも、必要な知識・情報はネット上で誰もがアクセ
スできるといった状況だからこそ、知識の習得を軽視するのではなく、むしろより普遍性
をもった骨太の知識（文化・教養）を学ぶことの意味にも目を向けていく必要がある。大
量の情報（その多くは自分の求める範囲や思考の枠内に収まるもの）に埋もれず価値ある
情報を選び出し、自分の視野の範囲を超えた知や情報との出合いを生み出すために、また、
活動的で協働的な学びを通して深める価値のある内容を絞り込むためにも、専門家コミュ
ニティでの議論と検証を経た、あるいは論争過程の、世界認識の枠組みの核となりうる内
容（議論の厚みのある知識）を軸に、カリキュラムを精選・構造化していくことが必要で
ある。

また、生成系AIの登場により、もっともらしい情報が爆発的に増え、真実が何かを見
極めることが難しくなり、真偽よりも好きか嫌いかといった感情に従って情報が垂れ流さ
れ拡散される「情動社会」といった状況が生まれている。それは民主主義を危うくするも
のであり、あいまいな状況と向き合いつつ情報を吟味していく思考力（ネガティブ・リテ
ラシー）が重要となる（佐藤 2024）。そして、そもそも機械に解くべき課題を具体的に投
げかける上では、適切なプロンプトの作成等、問題を切り分け相手にわかるように伝えら
れる論理的な言葉の力も不可欠である。AIをパートナーに問題を解決したりアイディア
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を形にしたりする基礎経験と使いこなすためのリテラシーの上に、腹落ちする言葉など経
験と結びついた言葉の力、あるいは体験や経験に根差した知識、そして知性に裏付けられ
た感性（知覚）が人間としての付加価値を構成するだろう。

コストカットや社会効率を優先するあまり、AIに代替可能な形で人間という存在や仕
事や教育のあり方自体をモノ化・操作化・貧相化したり、言語能力を情報処理能力の枠内
で理解したりする方向性ではなく、AIを鏡として人間らしさを問い直し、人間性の新し
い価値の発見に向かうことが必要である。デジタル化が進んだ子どもたちの言語活動や言
語生活において、「読む」ことは、一文字一文字を丁寧に追うことなく、画像的にざっく
りと「文字列を眺める」ということに、「書く」ことは、自分で文字を象り綴ることなく、

「打ち込む」さらには「コピペする」ことに、そして、「話す聞く」ことは、相手意識や相
互理解への志向性を伴った肉声の対話というより、モノローグ的に発信して、感情的に反
応（「いいね」か否定かブロック）することになっているかもしれない。「読み深める」、「綴
る」、「語り合い、聞き届ける」といった動詞を経験し、読むとは、書くとは、話すとは、
聞くとはどういうことなのか、言葉の経験をアンラーンすることこそが、学校での言葉の
学びで大事になるだろう。
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第5章　�テクノロジーとどう関係性を編み直すか	
―学びほぐしとしての生涯学習から

丸山　英樹

はじめに

今日、これまで以上の速度と規模で技術革新が進展している。教育の分野においても、
情報通信技術（ICT）や人工知能（AI）を中心とするデジタル・テクノロジーの導入は進
み、教室の風景や学びのスタイルを変化させている。しかし、そうした変化が「利便性」
や「効率性」の名の下に進められるとき、私たちは学びの本質的な意味を見失いかねない。
教育とは、知識や技能の習得にとどまらず、学習者が他者や社会と関わりながら、自己を
問い直し、再構成する営みである。このように教育を捉えると、テクノロジーは単なる道
具ではなく、学びのあり方を根底から変容させる存在として再考するべきものとなるだろ
う。

本章では、学校教育やノンフォーマル教育を含めた生涯学習を手がかりに、テクノロジー
との関係性を私たちがいかに再構築できるのかを問う。生涯学習とは、ゆりかごから墓場
までの時期に、どこでも・いつでも個人が人生を通じて学び続けることを指し、ノンフォー
マル教育とは状況・ニーズに合わせて柔軟かつ教育意図をもつ組織化された相互作用であ
る（太田・丸山, 2025）。そのため、それらはスキル更新や再教育だけを指さない。むしろ、
学びの根底にある問いや価値観を問い直す営みであり、自己の経験と知識を行為のなかで
再構成する連続したプロセスである。そして、知識を一元的に正当なものと見なして伝達
する従来の学校教育の枠組みに対して、批判的なまなざしを向ける契機ともなる。

かつてイリイチ（1977）は、学校制度が学びを制度的評価へと収斂させる構造を批判し、
制度に依存しない本来の学びの可能性を提起した。これは、テクノロジー導入が学校とい
う制度の枠組みを固定的に強化するのではなく、学習者の自律性や創造性を促進するよう
な使い方を問い直すことを示唆する。また、タンとワイル（2025）は、テクノロジーが民
主主義と社会的包摂の媒介かつ促進剤となる可能性を提起し、協働的な知識生成や意思決
定の設計へと向かう転回を促している。これらのことから、「テクノロジーを使いこなす」
という道具としての側面だけに絞らず、テクノロジーによって私自身がいかに教育・学び
を創るのかを考える時期にある。

そこで本稿では、教育におけるテクノロジーの意味を再考する。その際、ユネスコ（2021）
が示す、人間同士・自然と人間・テクノロジーと人間という三つの関係性の再構築という
視座を軸とする。本章の目的は、テクノロジー導入を論じることではない。生涯学習論の
観点から、私たちが生涯にわたる教育を通していかにテクノロジーと新たな関係を築き直
すことができるか、そのために何を「学びほぐし（unlearning）」、「共に創り（co-create）」
うるのかを問う。イリイチ（1973）が示したテクノロジーの二つの境界も前提としながら、
エスコバル（2024）がいう「多元的世界像（pluriverse）」と菊地（2016）が示した「多
元的生成モデル」も参照し、知識とテクノロジーがもつ公共性、生涯学習者としての教師
が持つ認識の再設定についても考察を深めていく。そこでは、ビースタ（2024）が整理し
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たデューイのトランザクション論にもとづき、知識を「経験と行為のなかで立ち現れるも
の」と捉える視点と、学習者自身にとって「意味のある知」の共創に向けた、学びほぐし
の意義を明らかにする。

教育におけるテクノロジーの使用が「自己変容」「他者との関係」「社会参加」と結びつ
くとき、そこには新たな生涯学習の地平が開かれる。逆に、教育がテクノロジーの論理に
従属し、数値化・最適化を最優先するとき、学びは他律的で形式的なものとなり、学習者
にとっての知識の意味も失われてしまうだろう。したがって、いま求められるのは、教育
においてテクノロジーを「どう使うか」ではなく、「どのような関係を築くか」「何を共に
つくるか」を問う想像力をいかに解き放つかが重要となる。

1 ．テクノロジーと人間の関係は多元的に

ユネスコが、2021年に公表した報告書『私たちの未来をともに再想像する：教育の新
しい社会契約』（以下、ユネスコ本部が用いる略称『教育の未来』）は、今世紀の教育につ
いて、普遍主義と相対主義を超えて共創を目指すように、根本的な視点の転換を促すもの
である。『教育の未来』報告書は、教育を再構築するにあたり問うべき三つの中核的な関
係性として、「人間と人間」「自然と人間」「テクノロジーと人間」を掲げた。これらは、
学校における教科構成や授業設計の視点を超え、「私たちは2050年の未来に向けて、いか
なる社会をともに目指すのか」を再考するための視座となっている。

なかでも、「テクノロジーと人間」の関係は、急速に進むICTやAIの教育現場への導入
と不可分である。近年の教育政策は、テクノロジーの利活用を「効率化」「個別最適化」「デー
タ駆動型評価」などと結びつけ、情報伝達と共有および成果測定のために推進している。
しかし、テクノロジーは決して中立的な道具ではなく、それをいかに使い、どのような目
的のもとに設計するかは、人間の思考・行動・関係性に深い影響を及ぼす。今日では接続
されたテクノロジーは、それを利用しない人々にさえも深い影響を与える場合もある。教
育におけるテクノロジーの使用は、当初の想定通り学習の質を高める契機ともなりうるが、
同時に監視・排除・最適化の名の下に学習者の主体性や創造性を抑圧する可能性もはらん
でいる。

このような両義性を内包するテクノロジーとの関係性をめぐっては、既に社会学者イリ
イチが1970年代に警鐘を鳴らしていた。彼は、近代産業社会において制度と技術が人間
の自律性を抑圧する傾向にあると批判し、自らが自分らしく、また他者と共に生きるため
のコンヴィヴィアルな道具の必要性を説いた。イリイチが指摘する課題は、技術の有無で
はなく、人間との関係性をどう変えるか、そしてその使用が誰の利益のためになされるか
という点にあり、技術が私たちの生きることを支えてくれるのか、それとも私たちが技術
に従属するのかという二つの境界を示す。教育においても、教員が一方的に与えられたシ
ステムを受け入れ、子どもがその枠組みに従うだけであれば、それは「テクノロジーに使
われる教育」である。それに対して、教育者がテクノロジーとの望ましい関係性を問い直
し、共同学習や創造性を支える道具として主体的に用いるのであれば、それは「教育を通
じてテクノロジーを再定義する実践」となる。

テクノロジーによって多様な選択肢が生まれつつあるにもかかわらず、従来どおりの一
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元的な志向性のみが選択されるならば、極端な例でいえば、「教えるだけの仕事である教
師は不要」という意見も出てくるだろう。だが、多くの人は教師を教科書の内容を伝達す
るだけの仕事とは考えてないはずだ。一元的な捉え方に対する批判の一つとして、コロン
ビアの人類学者エスコバル（2024）の主張がある。彼は、現代のテクノロジー観・発展観
を支える世界認識そのものを問い直し、「One-World World（単一世界観）」を批判する。
この単一世界観とは、すべての地域・文化・知識が同じ発展モデルに従うべきだとする近
代的な合理主義の枠組みである。そうしたユニバースな枠組みに対し、エスコバルは「プ
ルリバース（pluriverse）」、すなわち複数の知・価値・存在様式が併存する世界観を提起し、
社会的実践やテクノロジー設計もこの多元性にもとづくべきだと主張する。同様に民主主
義社会の維持に、タンとワイル（2025）も協働のためのテクノロジーを重視する。こうし
た視点は教育にも示唆的である。現在の教育が、ICTやAIの導入を通じて「どの子ども
も同じ基準で測る」「全員が同じ学習ゴールに向かう」といった一元的な学習モデルを強
化しているとすれば、それはエスコバルの批判する「単一世界」の論理に加担する構造に
他ならない。

これらの視座を踏まえるとき、『教育の未来』が示す「テクノロジーと人間の関係性の
再構築」は、ICTツールの効果的活用を超えて、教育がいかなる世界観を前提に、どのよ
うな未来の社会の構成を目指すのかという問いを含むことがわかる。教育は知識の習得に
とどまらず、「どのような関係性のなかで知識を構築し、何のために活用するのか」とい
う価値形成の実践である。教師はこの問いに応答し、テクノロジーを管理や効率化、また
は画一的な正解への近道に向けた道具としてではなく、不確実な状況・未来に向けた問い
かけや共に創造する場として、教育を設計する役割を担う。

2 ．知識コモンズとして共に創る

それまで21世紀の学習モデルを示してきたユネスコは、『教育の未来』報告書において
は共創を掲げている（丸山, 2025）。その大きな特徴として、教育を公共財・共通善とし
て定義し、「知識コモンズ」という概念を中核に据えている。知識コモンズとは「情報、
科学、知識、データ、その他の知的・文化的資源を共有し、場合によっては創造するため
の、制度化されたコミュニティ・ガバナンスを意味する略語（Frischmannら,2014；西
川,2023）」で、伝統的にコモンズとされる水や土地などの共有される公共の自然資源と
は異なり、人間によって構築されたものである。女性で初めてノーベル経済学賞を受賞し
た政治学者オストロム（2022）は、人々が共有する資源であるコモンズ（共通善）の管理
方法には、政府によるか私有化の二択しかないという捉え方以外に、私たちによる自治の
管理が可能であることを示した。そのため、知識コモンズは私たちが構築した知識を政府
または民間企業以外に自らが管理できるものとなる。

また、ここでいう知識とは、あらゆる形式で表現される無形のアイデア・情報・データ
を指す包括的な概念であり、伝統的・科学的・学術的・非学術的な経験や研究を通して得
られるものが含まれ、絵画や音楽、また演劇といった創作物も該当する（Hess & 
Ostrom, 2007）ため、広く捉えることができる。『教育の未来』では知識コモンズとして
の教育とは誰もが利用でき、誰もがその構築に参加できるものとして示される。この共有
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された知識コモンズは、知識のストックではなく、対話と協働、自治的な参加、そして未
来に向けた知の再構築を含む生成的空間となる。

ユネスコ報告書

2021年、ユネスコは2年以上の歳月をかけ世界中の100万人からフィードバックを
受け、『私たちの未来をともに再想像する：教育の新しい社会契約（Reimagining 
Our Futures Together： a new social contract for education）』国際報告書を発表し
た。通称『教育の未来』と呼ばれるこの報告書は、気候変動や格差拡大、テクノロジー
の急速な進化など、21世紀が抱える深刻な課題に対して、教育が果たすべき役割を
根本から問い直している。目指すのは、2050年を見据えた持続可能で公平な社会の
実現である。これまでユネスコは、生涯学習を示した『未来の学習』（1972年）と、
他者と共に生きることを重視した学習の4本柱を示した『学習：秘められた宝』（1996
年）を通して、国際的な教育理念を提起してきた。今回の『教育の未来』は、その第
3弾に位置づけられ、人権としての教育権を基盤とし、個人の成長だけでなく、持続
可能な社会や自然との関係性の再構築に向けた、協力と連帯の教育学を共創する新た
な社会契約の必要性を訴えている。

この報告書の核心は、教育を共通善として再定義し、誰もが生涯にわたって質の高
い学びを受ける権利を保障するという理念である。教育はもはや学校だけのものでは
なく、家庭や地域、オンライン空間など多様な場で起こるべきものであり、学びの内
容や方法も多文化的かつ学際的なものへと進化させる必要があるとされる。具体的に
は、「協力と連帯の教育学」「知識コモンズとしてのカリキュラム」「専門職としての
教師の再定義」「包摂的な学校」「時間と空間を超えた学習の場」といった柱を立て、
それぞれの分野における刷新のため対話と行動を促す。教育は、共感、倫理、環境と
のつながりを深める営みであるべきだと説いている。

そして、本報告書は読者に問いかける。2050年の未来に向けて、教育の中で「何
を続けるか」「何を捨てるか」「何を新たに創造するか」。その答えを見つけるのは国
や専門家ではなく、私たち一人ひとりであるとも示す。教育の未来をともに築くため
に、学び方そのものを見直し、既存の価値観を解体する「アンラーニング」も重視さ
れている。ただし、報告書はやや専門的で抽象的な記述が多く、誰もが理解しやすい
とは限らないという課題もある。ユネスコ自身もその点を認識し、「生きた文書」と
して継続的な対話と更新を前提にしている。『教育の未来』報告書は、教育を社会的
な課題解決の手段としてだけでなく、よりよい未来を共につくるための出発点として
位置づけている。誰もが学び、教え、考え、行動する―その連鎖が社会全体の希望と
なることを、この報告書は私たちに呼びかけている。

知識コモンズとしての教育とは、特定の専門家が一方的に知を与えるモデルを超え、学
習者、教育者、地域社会が協働して知を共創していくことになる。その意味で、イリイチ

（1977）が『脱学校の社会』で構想した「学びのネットワーク」や「教育の脱制度化」は、
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現代において知識コモンズの思想として継承され得る。彼は、学校制度が知識の正当性を
独占することで、他の学びの可能性を排除していると批判し、「誰もがアクセス可能で、
誰もが知を生成できる環境」の必要性を提唱していた。知識や学びがいかに形成されるか
を改めて捉え直すには、デューイの経験主義にも注目できるだろう。デューイは『経験と
教育（1916）』や『確実性の探求（1929）』などにおいて、知識とは「外在する現実の写像」
ではなく、「行為を通じて生成される意味の構築物」であると主張した。ビースタ（2024）
が整理するように、デューイの知識論は、主体と客体の二元論を超えたトランザクション・
モデルにもとづく。ここで、知ることとは情報の獲得にとどまらず、「行動と結果の関係」
を通じて構成される経験であり、知識はそのような経験のなかで再構築される。テクノロ
ジーとの関係性もまた、受動的な使用ではなく、経験と行為のなかで意味づけされる過程
であるという点で、再定義できるようになる。このモデルからは、知識を得るためには、
行動・経験と自らにとっての意味づけ・省察が必要であるため、テクノロジーとの関係性
も用いることによって構成され、自分にとってのテクノロジーを位置づけるが可能となる。
つまり、テクノロジーも知識もコンヴィヴィアルな道具にするためには、用いる経験を通
して教師・学習者自身のものとなる。

多様な学習者が自らの関心によって集い、自主的・協働的に学習成果や知り得た内容を
オープンにアクセスさせ、共有し、共同管理する。これは、知識を特定の個人の所有物で
はなく共通善として扱う実践となる。例えば、子どもたちが収集した校庭で見られる虫の
リストは、その学校と地元社会にとっての共通善となり、教師もそこから多くのことを学
ぶ。このように、教育者の役割も知識コモンズの視点から再定義される。教師はもはや知
識の伝達者ではなく、学びの場の設計者、対話のファシリテーター、知識の編集者として
位置づけられる。知識は静的に「教え込まれるもの」ではなく、経験・関係・想像力を通
じて常に再構成されるものである。したがって、教師自身も知識コモンズの一部として、
自ら学び、問い、共有し続ける存在でなければならない。

さらに、そうした経験と学習は、学校教育だけに限定されず、学校の施設を超えて、地
域社会や仮想現実世界においても生じうる。それらの複数・多元的な学習空間は、個人の
努力や経済力によって享受される位置財とは異なり、共通善を前提に、どのような背景を
持つ人でも学ぶ機会が保障される公共空間となる。とりわけ、デジタル・テクノロジーの
教育導入が進む一方で、情報の一極集中や学習環境の格差、アルゴリズムによる振り分け
といった新たな排除の構造が生まれがちである。こうした状況を、従来のイメージで教師
を一元的に教える仕事だけで捉えて、統制することは難しい。そのため、教師自身の変容
に加えて、地域社会や大学などとの連携が必要になってくる。

このような連携の型の一つとして、近年注目されるシチズン・サイエンス（市民科学）
が挙げられる。これは、専門家だけでなく一般市民が科学的知見の形成に参加する実践で
あり、その成果物は知識コモンズそのものといえる。市民が自らの経験や関心にもとづい
て観察・分析・提言を行い、それが政策や社会課題の改善に結びつくとき、知識は社会変
容の触媒となる。ただし、そこには、そうしたオープン化ではなく、関与と責任を伴う空
間であるという点も重要となる。知識はアクセスされるだけでなく、共に育て、守り、更
新されなければならない。特にAI技術が広がる中で、知識が企業や政府に独占され、市
民の側からアクセス不能となる危険のほか、市民の善意が企業や政府の独占や都合を支え
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るリスクも生じるためである。したがって、教育における知識コモンズとは、デジタル資
源の集積ではなく、民主主義・包摂・エンパワメントの実践として構築されなければなら
ない。このように、一般的な学習者が「教えられる存在」から「知の共創者」として再定
義される教育観を基盤としているため、生涯学習が重要な概念となるのである。

3 ．生涯学習として学びほぐす

生涯学習の視点から、『教育の未来』報告書で示されるように教育を捉え直すと、新し
い知識や技能を獲得・更新する「リスキリング」だけでなく、それまでに習得した知や前
提を手放すという行為が重要になる。学校で教わることさえ知っていれば良い、生成AI
の吐き出すアウトプットだけを信用する、特定の知識は無駄だ、といった捉え方では、予
測不能な未来に向けた多くの学習機会を見逃すかもしれない。すなわち、成功経験を含め
て自らの「これまで通り」を捉え直し、新たな可能性のために学びほぐす（unlearning）
ことが、とりわけ効率性のもとにテクノロジーが一元化を押し付けてくる場合に重要とな
るだろう。

学びほぐしとは、誤った知識を訂正することでも、記憶を消去することでもない。バン
グラデシュの農村で読み書きのできない人を対象とした識字運動に関わったスピヴァック
は「学びほぐし」を「学ぶことによって自らの特権を解体し、他者に対する偏見を解きほ
ぐす」とした（モートン, 2005）。また、哲学者の鷲田（2014）は、学び捨てるとは、もっ
とも見晴らしのよい場所に出るため自分がこれまで依拠している知の枠組みを解体し、別
の知へと組み換えてゆくことであるとした。つまり、これまで与えられ、正しいとさてい
た知を根本的に問い直し、ほぐし直し、ときに捨ててしまうこととなる。そのため、知的・
感情的・身体的慣習を問い直す行為であり、自己の前提と世界との関係性を再構成するプ
ロセスとなる。

教育においては、教師や学習者が無意識のうちに内面化している「教えるとは何か」「知
るとは何か」「学びの場とはどのような空間か」といった枠組みを一度解体して、再構築
することが求められる。この意味で学びほぐしは、教育内容の刷新ではなく、「教育とは
いかなる営みか」という本質的な問いへの再接続となる。この点で、デューイの経験主義
にもとづく知識論は、学びほぐしを支えるだろう。彼は、知識を「外側の世界を写し取る
静的なもの」としてではなく、「行動と環境とのトランザクションにおいて生成される動
的な構成物」と捉えた。知ることとは「思考の介入を伴う行為」であり、私たちが環境に
働きかけ、その結果から新たな意味を見出す過程そのものである。学びとは常に再構成で
あり、そこには従来の枠組みから離脱する学びほぐしの契機が含まれる。このような知識
観に立てば、学びほぐしとは、既存の知に対する批判ではなく、新たな行動と関係性を通
じた、学習者自身にとっての意味の創出となる。

また、オライリー（2022）は、組織開発の文脈においても、過去の成功体験や暗黙の前
提を手放す必要性を説く。彼はアンラーニングを「新しい成果を生むための意図的な思考
と行動の変化」と定義し、いわゆる創造的破壊と適応力の獲得をその本質とする。この視
点は、教育における教師の専門性の再構築にも通じる。現在、教育現場で見られるテクノ
ロジーの導入、カリキュラムの変容、価値観の多様化において、従来の教授観・学習観が
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機能不全に陥る場面も少なくないだろう。こうした文脈において、教師が過去の成功パター
ンや指導スキームに固執することは、教育の硬直を招く可能性がある。

また、学びほぐしは他者との対話を通じて深まる営為でもある。教師が自らの教育観を
問い直すプロセスは、他者との出会い、異なる価値観への接触、想定外の状況への対応な
ど、外部との交差によって誘発される。たとえば、異文化体験、対話型のリフレクション
活動、世代間交流といった異質な空間に身を置くことは、認識の再編成を促し、暗黙の前
提の再検討を可能にする。例えば、今日、ベテラン教員と若手教員の間に価値観の断絶が
生じているのであれば、世代間の対話やふりかえりできる共通空間の設計が急務であろう。

学びほぐしが本質的に問いかけるのは、私はなぜこのように考え、行動しているのかと
いう自己省察の契機である。教師が教える者である前に学び続ける者であることを確認し、
専門性や知識の固定化を避けることが重要である。ビースタ（2016）は、教育とはあくま
で「他者への応答として始まる営み」であり、応答には完全でないことを認めながらも、
生じる変容を引き受ける可能性を示す。教師は知識の保有者ではなく、問いの共作者、変
化の媒介者として再定義される必要があるといえよう。

さらに、学びほぐしは、「制度的な教育観」との対峙を通じても促進される。日本の教
育制度が長らく正解や序列化を前提とした学力観に依拠してきたことは、学びを評価すべ
き成果として受け取る傾向を助長してきた。多様な知識を等価性あるものとして捉え、し
かしながら単なる相対主義ではなく、アレント（1994）が指摘したような人間の同一部分
と多元性を認め合うかたちで、共創することが菊地（2016）が示す「多元的なモデル」や
エスコバルがいう「複数性の世界」への道へとつながるだろう。学びほぐしとは、制度に
収斂される「学力の物差し」から離れ、「意味ある知（meaningful knowing）」を再発見
するプロセスでもあり、持続可能な学びを軸にした非制度的教育の探求となるのである。
このような、一見すると不可能に思われる「これまで通り」からの離脱と学びほぐしは、
想像力を発揮することで可能となる（グリーン, 2025）。

生涯学習：いつでも・どこでも・誰でも（誰とでも）学ぶ

生涯学習とは、年齢や場所にかかわらず、人生を通じて継続的に学び続けるという
考え方である。その起源は1965年、ユネスコにおいてフランスの教育学者ラングラ
ンが提唱した「生涯教育」にある。彼は、学校教育だけでなく、家庭や地域社会など
が連携し教育が生涯にわたって有効に機能すべきであると主張した。これは、学歴社
会の弊害を乗り越え、教育の場を学校の外へも広げようとする発想であり、各国の教
育政策に大きな影響を与えた。1972年にはユネスコが『未来の学習（Learning to 
Be）』を発表し、学習を軸とした発想を打ち出した。これにより「生涯教育」から「生
涯学習」への流れが本格化し、生涯学習は教育制度の再編ではなく、人間が文化や社
会の中で生涯を通じて成長し続けるための基盤として位置づけられるようになった。
生涯学習は、リテラシーの向上とも深く関わる。いわゆる発展途上国においては「読
み・書き・算」など基礎的な識字能力の獲得が課題である一方、先進国では情報活用
能力や批判的思考力を含む機能的リテラシーやデジタル・リテラシーが重視されてき
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た。今やICTの活用、情報の評価・共有・創出の力は、どこの社会において不可欠
な能力となっている。また、生涯学習は「社会化プロセス」とも密接に関わっている。
かつて人生において最初の社会化で個人は社会の一員となるが、現代の急速な変化に
対応するためには第二の社会化が必要とされる。これは、新たな価値観や技術、環境
に適応するために、学び続けなければならない時代に私たちが生きていることを意味
する。

日本においては、戦後から社会教育の名のもとに成人の学びが制度的に支えられて
きた。1980年代以降は生涯学習が政策の主軸となり、2006年の改正教育基本法にお
いても「誰もが生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所で学習できる社会の
実現」が明記されている。今日でも、公民館や図書館などの社会教育施設のほか、
NPO、大学、さらにはオンライン学習など、多様な学びの場が存在している。生涯
学習は、個人の自己実現や社会参加を促進するだけでなく、地域課題の解決や社会全
体の持続的発展にも寄与する。学びはもはや学校に限定されるものではなく、生活全
体に広がる営みであり、すべての人に開かれた文化である。生涯学習とは、個人と社
会を豊かにし続ける、現代における不可欠な教育のかたちなのである。

おわりに

本章では、デジタル・テクノロジーの導入と生涯学習の視点を交差させながら、テクノ
ロジーと私たちの関係性をいかに再構築できるのかを探究した。今日のICTやAIをはじ
めとする最新テクノロジーは教育の現場に入り込み、学びの風景を大きく変えつつある。
しかし、その導入が効率化や最適化といった一元的な価値に収斂する場合、学びは自律的・
創造的な営みから遠ざかり、教育の本質的な意義が見失われかねない危機に直面する。

ユネスコ『教育の未来』報告書が示すように、テクノロジーと人間の関係性は、道具的
側面にとどまらず、連帯や共創といった公共性を再編成する中で捉え直す必要がある。教
育とは、知識や技能の伝達・獲得だけではなく、他者や社会との対話という経験を通して
知識と自己を再構成し、多元的な世界観や価値を共に創造していく営みである。その意味
で、知識コモンズという概念が持つ意義は大きい。知識や経験は特定の個人や組織が独占
するものではなく、学習者・教育者・地域社会が対話と協働を重ねながら、生成し続ける
公共善として捉えることができるのである。

また、生涯学習の観点からは、リスキリングやアップスキリングといった新たな知識・
技能の獲得のみならず、既存の知識や前提、慣習を批判的に問い直し、時に学びほぐすこ
との重要性が改めて強調できる。急激な社会変化や価値観の多様化のなかで、従来の成功
体験や制度的枠組みに固執することは、学びの硬直化を招き、本来ならば未来が持ちうる
多元的な可能性を見えなくしかねない。そのため、他者との対話や異質な経験を通じて、
自己の枠組みを柔軟に解体し、新たな意味や可能性を模索する姿勢こそが、これからの教
育において求められる。

さらに、教育の場は学校に限定されず、家庭・地域・オンライン空間など、多様な学び
の場へと拡張している。とりわけ、テクノロジーは「学びの公共空間」を新たに生み出す
契機となり得るが、同時に格差や排除、知識の独占といったリスクも内包する。これを克
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服するためには、教育を知識コモンズとして設計し、多くの市民が知の共創者として参画
できる仕組みが不可欠となる。シチズンサイエンスが示すように、専門家と一般市民、教
育者と学習者といった枠組みを越えて、多元的・包摂的な学びのネットワークを育ててい
くことが、持続可能な社会の基盤となるだろう。

教育におけるテクノロジー導入は、単に新しい道具を取り入れることにとどまらず、私
たちが「どのような関係性を築き、何を共につくるのか」という根源的な問いと向き合う
契機である。制度や枠組みを当たり前とせず、学びを開かれたものとし続けるためには、
想像力と対話の力、そして学びほぐしの実践が重要となる。生涯学習の理念が示すように、
私たちは誰もが、いつでも・どこでも・誰とでも学び続ける存在である。こうした学びの
営みを社会全体の文化として根付かせていくことが、テクノロジーと共生する未来社会を
切り拓く鍵となる。
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